
－（1）－ 

平成２６年 ９月 ９日（火曜日） 

○議事日程（第１号） 

平成２６年９月９日（火）午前１０時００分開議 

日程第 １ 会議録署名議員の指名 

日程第 ２ 会期決定の件 

日程第 ３ 諸般の報告 

日程第 ４ 行政報告 

日程第 ５ 一般質問（別紙のとおり） 

日程第 ６ 特別委員会調査報告 東庄町議会議員の定数に関する検討調査につい

て（議員定数検討調査特別委員会委員長）（別

冊） 

日程第 ７ 発議第 ２号 東庄町議会の議員の定数を定める条例の一部を改正す

る条例を制定することについて（別冊） 

日程第 ８ 同意第 ２号 教育委員会委員の任命について 

日程第 ９ 諮問第 ２号 人権擁護委員候補者の推薦について 

日程第１０ 諮問第 ３号 人権擁護委員候補者の推薦について 

日程第１１ 議案第２３号 東庄町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の

運営に関する基準を定める条例を制定することについ

て 

日程第１２ 議案第２４号 東庄町放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関す

る基準を定める条例を制定することについて 

日程第１３ 議案第２５号 東庄町家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準

を定める条例を制定することについて 

日程第１４ 議案第２６号 東庄町保育の実施に関する条例を廃止する条例を制定

することについて 

日程第１５ 議案第２７号 東庄町防災会議条例及び東庄町災害対策本部条例の一

部を改正する条例を制定することについて 

日程第１６ 議案第２８号 町税条例の一部を改正する条例を制定することについ

て 

日程第１７ 議案第２９号 東庄町国民健康保険条例の一部を改正する条例を制定



－（2）－ 

することについて 

日程第１８ 議案第３０号 東庄町国民健康保険東庄病院使用料及び手数料条例の

一部を改正する条例を制定することについて 

日程第１９ 議案第３１号 平成２６年度東庄町一般会計補正予算（第２号） 

日程第２０ 議案第３２号 平成２６年度東庄町国民健康保険特別会計補正予算

（第１号） 

日程第２１ 議案第３３号 平成２６年度東庄町訪問看護ステーション特別会計補

正予算（第１号） 

日程第２２ 議案第３４号 平成２６年度東庄町介護保険特別会計補正予算（第１

号） 

日程第２３ 認定第 １号 平成２５年度東庄町一般会計歳入歳出決算認定につい

て 

日程第２４ 認定第 ２号 平成２５年度東庄町国民健康保険特別会計歳入歳出決

算認定について 

日程第２５ 認定第 ３号 平成２５年度東庄町後期高齢者医療特別会計歳入歳出

決算認定について 

日程第２６ 認定第 ４号 平成２５年度東庄町食肉センター特別会計歳入歳出決

算認定について 

日程第２７ 認定第 ５号 平成２５年度東庄町訪問看護ステーション特別会計歳

入歳出決算認定について 

日程第２８ 認定第 ６号 平成２５年度東庄町介護保険特別会計歳入歳出決算認

定について 

日程第２９ 認定第 ７号 平成２５年度東庄町水道事業会計剰余金の処分及び決

算認定について 

日程第３０ 認定第 ８号 平成２５年度東庄町国民健康保険東庄病院事業会計決

算認定について 

日程第３１ 請願第 ３号 道路拡幅整備及び側溝整備に関する請願 

日程第３２ 休会の件 

○本日の会議に付した案件 

日程第 １ 会議録署名議員の指名 



－（3）－ 

日程第 ２ 会期決定の件 

日程第 ３ 諸般の報告 

日程第 ４ 行政報告 

日程第 ５ 一般質問（別紙のとおり） 

日程第 ６ 特別委員会調査報告 東庄町議会議員の定数に関する検討調査につい

て（議員定数検討調査特別委員会委員長）（別

冊） 

日程第 ７ 発議第 ２号 東庄町議会の議員の定数を定める条例の一部を改正す

る条例を制定することについて（別冊） 

日程第 ８ 同意第 ２号 教育委員会委員の任命について 

日程第 ９ 諮問第 ２号 人権擁護委員候補者の推薦について 

日程第１０ 諮問第 ３号 人権擁護委員候補者の推薦について 

日程第１１ 議案第２３号 東庄町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の

運営に関する基準を定める条例を制定することについ

て 

日程第１２ 議案第２４号 東庄町放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関す

る基準を定める条例を制定することについて 

日程第１３ 議案第２５号 東庄町家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準

を定める条例を制定することについて 

日程第１４ 議案第２６号 東庄町保育の実施に関する条例を廃止する条例を制定

することについて 

日程第１５ 議案第２７号 東庄町防災会議条例及び東庄町災害対策本部条例の一

部を改正する条例を制定することについて 

日程第１６ 議案第２８号 町税条例の一部を改正する条例を制定することについ

て 

日程第１７ 議案第２９号 東庄町国民健康保険条例の一部を改正する条例を制定

することについて 

日程第１８ 議案第３０号 東庄町国民健康保険東庄病院使用料及び手数料条例の

一部を改正する条例を制定することについて 

日程第１９ 議案第３１号 平成２６年度東庄町一般会計補正予算（第２号） 



－（4）－ 

日程第２０ 議案第３２号 平成２６年度東庄町国民健康保険特別会計補正予算

（第１号） 

日程第２１ 議案第３３号 平成２６年度東庄町訪問看護ステーション特別会計補

正予算（第１号） 

日程第２２ 議案第３４号 平成２６年度東庄町介護保険特別会計補正予算（第１

号） 

○出席議員（１５名） 

           １番 林   俊 之 君 

           ２番 大 網 正 敏 君 

           ４番 花 香 孝 彦 君 

           ５番 佐久間 義 房 君 

           ６番 板 寺 正 範 君 

           ７番 城之内 一 男 君 

           ８番 高 木 武 男 君 

           ９番 林   甚 一 君 

          １０番 鈴 木 正 昭 君 

          １１番 多 田 和 弘 君 

          １２番 土 屋   進 君 

          １３番 山 崎 ひろみ 君 

          １４番 宮 崎 正 吾 君 

          １５番 高 嶋 雅 弘 君 

          １６番 鎌 形 寿 一 君 

○欠席議員 

 な  し 

○出席説明員（１５名） 

    町 長 岩 田 利 雄 君 

    副 町 長 清 水 正 幸 君 

    監 査 委 員 平 山   茂 君 

    会 計 管 理 者 鈴 木   努 君 

    健 康 福 祉 課 長 石 毛 克 身 君 



－（5）－ 

    総 務 課 長  金 島 正 好 君 

    病 院 事 務 長 鈴 木 和 雄 君 

    産業振興担当課長  石 毛 一 久 君 

    まちづくり課長  大 後 修 司 君 

    町 民 課 長  多部田 秀 也 君 

    農業委員会事務局長 河 津 静 夫 君 

    教育委員会委員長  向 後 元 道 君 

    教 育 長 小 澤   茂 君 

    教 育 課 長  林   敏 行 君 

    生涯学習担当課長  笹 本 博 之 君 

○出席事務局員（３名） 

    事 務 局 長 小 林   豊 

    次 長 宮 前 玉 子 

    主 査 箕 輪 広 次 



－1－ 

（午前１０時００分 開会） 

議長（鎌形寿一君） 

 ただいまの出席議員は全員です。 

 ただいまから、平成２６年９月東庄町議会定例会を開会します。 

 これから本日の会議を開きます。 

 本日の議事日程はお手元に配付のとおりです。 

 日程第１、会議録署名議員の指名を行います。 

 会議録署名議員は、会議規則第１２５条の規定によって、１２番 土屋進君、４

番 花香孝彦君、両名を指名します。 

 日程第２、会期決定の件を議題とします。 

 本定例会の会期は、本日から９月１９日までの１１日間とすることに議会運営委

員会において意見の一致を見ております。 

 したがって、議会運営委員長から報告を求めます。 

 議会運営委員長、多田和弘君。 

１１番（多田和弘君） 

 平成２６年９月定例会の運営についてご報告いたします。 

 今期定例会の運営につきましては、去る９月２日に議会運営委員会を開きまして、

会期及び審議予定などについて協議をいたしました。この定例会に付議されます案

件は、発議１件、町長提案２３件、請願１件であります。これらの案件を審議する

ために、会期は本日から９月１９日までの１１日間とすることに合意を見ておりま

す。 

 審議の予定は、第１日目の本日は、議事日程に従いまして、諸般の報告、行政報

告の後、一般質問は５人の議員から通告がありましたので、これを行います。次に

特別委員会調査報告を行い、続いて、発議第２号を上程し、質疑、採決を行います。

次に、同意第２号を上程し、採決します。続いて、諮問第２号、第３号を上程し、

採決の後、議案第２３号から議案第３４号までを順次、上程し、質疑、採決を行い、

延会といたします。 

 第２日目の１０日には、認定第１号から認定第８号までの平成２５年度各会計歳

入歳出決算認定を上程し、提案理由の説明、各会計の決算内容の説明を行います。

その後、議会の議決をいただいて議員全員で構成する決算審査特別委員会を設置し、
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お手元の委員会付託表のとおり、詳細な審査を同委員会に付託することとなります。

ここで暫時休憩し、引き続き議場において決算審査特別委員会を開催し、委員長・

副委員長の互選を行い、終了後、本会議を再開し、改めて委員長・副委員長の互選

結果の報告を行います。次に、請願第３号を上程し、請願紹介議員の代表から趣旨

説明を求め、所管の常任委員会に付託した後、休会の件を諮り、散会とします。 

 第３日目の１１日から１８日までは休会としまして、この間、１１日、１２日、

１６日には決算審査特別委員会を、１７日には総務産業常任委員会を開催すること

に合意を見ております。 

 なお、委員会開催の詳細は審査日程によりご了承願います。 

 最終日１９日は、時間を午後２時３０分に繰り下げて本会議を開きまして、認定

第１号から認定第８号までの決算審査特別委員会の審査報告を受け、質疑・採決の

後、総務産業常任委員会の審査報告を受け、質疑、採決を行って閉会といたします。 

 なお、定例会閉会後、全員協議会を開催して、組合議会等の議会報告を行う予定

です。また、お手元に陳情書の写し１件を参考配付としてお配りしましたが、本町

議会としては、議員各位に配付するのみにとどめることにしましたので、ご了承願

います。 

 以上で、議会運営委員会において決定いたしました事項の報告を終わります。 

 本定例会が円滑に運営されますよう、各位のご協力をお願いいたします。 

議長（鎌形寿一君） 

 お諮りします。 

 本定例会の会期は、議会運営委員長報告のとおり本日から９月１９日までの１１

日間とすることにご異議ありませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

議長（鎌形寿一君） 

 ご異議なしと認めます。 

 したがって、会期は本日から９月１９日までの１１日間とすることに決定しまし

た。 

 日程第３、諸般の報告を行います。 

 初めに、議長より議会の会務報告を行います。 

 ６月定例会以後の議会活動及び議員活動は、お手元に配付の報告書のとおりです。 
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 なお、議員派遣に伴う視察研修等について、派遣議員の代表からお手元に配付し

た報告書のとおり提出がありました。ご了承願います。 

 次に、地方自治法第１２１条第１項の規定による本定例会の出席要求に対し、お

手元の印刷物のとおり通知がありましたが、病院院長、高石佳則君から診療業務の

ため欠席したい旨の届け出がありました。ご了承願います。 

 次に、本日、町長より議案の送付があり、これを受理しました。 

 次に、発議１件、請願１件を受理しました。 

 次に、６月定例会において可決されました意見書については、関係機関に送付い

たしました。 

 以上で、諸般の報告を終わります。 

 日程第４、行政報告を行います。 

 町長及び教育長から行政報告の申し出がありますので、これを許します。 

 町長、岩田利雄君。 

町長（岩田利雄君） 

 それでは、行政報告を申し上げる前に、去る８月２０日未明に広島で発生をいた

しました土砂災害により７２名の方が亡くなり、今なお２名の方が行方不明となっ

ております。犠牲になられた方々のご冥福をお祈りするとともに、被災された皆様

に心よりお見舞いを申し上げる次第でございます。 

 それでは、平成２６年６月１日から８月３１日までの行政報告について、主なも

のを申し上げます。 

 まず１ページ目、総務課の庶務関係でございますけれども、国家公務員の実地体

験研修ということで、６月３０日から３名の新任国家公務員を受け入れ、本町の新

規採用職員とともに、５日間にわたり研修をしてもらいました。 

 また、記載をしておりませんが、去る８月２９日には、国の第一線で活躍する各

省庁５人の課長が本町を訪れ、林代議士、遠藤県議の同席のもと、町からは鎌形議

長、高嶋商工会長、堀内農業委員会長に出席をいただき、意見交換を行いました。

国とのつながりを大事にして政策に活かしてまいりたいと考えております。 

 次に２ページ目上段、防災関係でございますけれども、８月４日、神奈川県大井

町と大規模災害時相互応援協定を締結いたしました。防災はもとより、幅広い交流

を図ってまいりたいと考えております。 
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 また、台風８号の対応と台風１１号の影響による大雨の対応についてでございま

すが、７月１０日に接近、通過をした台風８号は、幸い雨量も少なく、被害はあり

ませんでした。町では、前日から避難所を２カ所、開設し、早目の避難を呼びかけ

たところでございます。 

 ８月１０日未明の台風１１号の影響による集中豪雨は、短時間ではありましたけ

れども、１時間降水量が７１．５ミリを記録いたしました。避難勧告の発令には至

りませんでしたが、宮本地先で床下浸水１件のほか、水田の畦畔崩落などの被害が

出ております。集中豪雨などの異常気象が通常の気象に変わっております。町民の

皆さんに改めてみずから身を守る意識を持っていただくとともに、災害対応に一層

の注意を払ってまいりたいと考えております。 

 次に、臨時福祉給付金と、６ページ目下段の子育て世帯臨時特例給付金でござい

ますけれども、消費税増税による低所得者や子育て世帯の負担を軽減するために設

けられた制度でありまして、記載のとおり支給しております。丁寧な説明ときめ細

かい対応に努めてまいります。 

 次に、４ページ目、町民課の賦課徴収関係でございますけれども、平成２６年度

町県民税の納税通知書等を記載のとおり発送いたしました。課税額は町県民税普通

徴収分３億６，５３０万円、また、国保税５億３６０万円となっております。町税

は町の財源の根幹をなすものであります。徴収率の向上に努めてまいります。 

 次に、８ページ目中段の環境関係でございますけれども、住宅用太陽光発電の補

助金７件、合併処理浄化槽補助金１１件の交付を決定しております。県の補助金を

有効に活用して、設置促進に努めてまいります。 

 次に、１０ページ目、衛生関係で、各種検診・予防接種等の事業を記載のとおり

実施をしております。 

 また、１２ページ目中段でありますが、地域包括支援センター関係でございます

けれども、認知症サポーター養成講座を２回開催し、４５名の登録をいただいてお

ります。認知症サポーターは認知症について正しい知識を持ち、認知症の人や家族

を応援していただくボランティアでございますが、見守りネットワークの一員とし

ての役割も期待をされております。今後も積極的に養成講座事業に取り組んでまい

ります。 

 次に、１３ページ目、まちづくり課の建設関係でございますけれども、道路改良
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工事等１０件、総額で８，１００万円余りの工事を発注いたしました。 

 また、１５ページ目の中段でございますが、ふれあいセンター関係で、埼玉県志

木市の交流会ということで、８月１７日、９４名の来町があり、相撲見学と枝豆の

収穫体験をしていただきました。 

 また、商工・観光関係でございますけれども、８月には東庄音頭ぼんおどり会、

そして大相撲笹川夏合宿とファン感謝デーが開催されました。いずれも町民有志が

中心となって実施をされ、大盛況でございました。今後も町を元気にする取り組み、

そして広がりを期待し、町としても可能な限りバックアップしてまいりたいと考え

ているところでございます。 

 最後に、１８ページ目、東庄病院関係でございますけれども、入院患者数と外来

患者数の１日平均でございますが、それぞれ５０．８３人と１０５．４３人となり

まして、順調に運営をされているものと考えております。 

 以上で行政報告を終わらせていただきます。ありがとうございました。 

議長（鎌形寿一君） 

 教育長、小澤茂君。 

教育長（小澤 茂君） 

 教育委員会行政報告の主なものを申し上げます。１９ページをお開きください。 

 １の教育委員会関係ですが、定例教育委員会を３回、教育委員協議会を４回、開

催いたしました。協議会は小学校統廃合についての協議でございます。 

 ８月２３日には小学校統廃合説明会を開催いたしました。１５０名ほどの参加が

ございました。 

 ２の学校教育関係の（２）の契約関係ですけれども、６月から７月にかけて橘小

学校旧校舎床張替工事、石出小学校グラウンド整備工事、各学校貯水槽清掃業務、

２０ページに入りまして、東庄中学校ダムウェーター改修工事等々、契約を行いま

した。現在全て完了し、始動しております。 

 ３の生涯学習関係ですが、６月２９日の文化のつどいは、約８００名の参加がご

ざいました。 

 ４の公民館関係ですが、いろいろな教室や講座、あるいは視察等が行われました

が、そこに記載してあるとおりでございます。 

 ２１ページの６の図書館関係ですが、６月から８月にかけて図書を購入いたしま
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した。全部で２３３冊、３４万６，２１５円です。 

 ７の学校給食センター関係ですが、７月１７日に学校給食センター運営委員会を

開催いたしました。給食センターの運営状況と新しい給食センターの整備方針につ

いて話し合いを行いました。 

 以上で、教育委員会の行政報告といたします。 

議長（鎌形寿一君） 

 これで行政報告は終わりました。 

 日程第５、一般質問を行います。 

 通告順に発言を許します。 

 ７番、城ノ内一男君。 

７番（城ノ内一男君） 

 ７番、城ノ内です。公会計改革についてと財務４表について質問いたします。財

務４表については、新たな財務書類作成時にも、また、大網議員も質問されたとこ

ろですが、違った観点から質問していきたいと思います。よろしくお願いします。 

 公会計改革について質問します。公会計改革とは、現行の公会計制度である単式

簿記・現金主義から、企業会計で採用している複式簿記・発生主義に改めることで

あり、現金主義と発生主義の違いは、費用と収益の計上が現金収支の時点か、経済

的価値の変動が発生した時点かの違いです。決算を評価・検証するためには、発生

主義で費用を計上し、企業と同様の財務書類を作成して財務分析する必要がありま

す。政府の決算書が現金ベースのみで作成されているのは、先進諸国の中でも日本

ぐらいであります。欧米諸国や一部の途上国において、公会計制度は企業会計方式

へ変わったという現状ですが、財政を効率的で効果的に運営するなら、企業会計方

式へと改めることが求められるところです。 

 要旨１、公会計制度について所見を伺います。現行の公会計制度は、単式簿記・

現金主義で、現金である歳入を現金支出である歳出に割当てていく官庁会計は、税

収とその使途という現金の流れに焦点を当てた制度になっており、官庁会計方式で

行う予算、決算の経理は、現金収支のみであるため、資産・負債のストック情報が

得られず、コスト情報も不完全、サービスの評価を財務面で検証するためには民間

とのコスト比較も必要であり、その際、現金主義では計上されない、建物の減価償

却費や職員の退職金を含めて、発生主義で計算する必要があります。資産は、使用
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期間、耐用年数にわたって減価償却という費用化を行い、また、職員給与の後払い

である退職金も退職時に全額費用とするのではなく、在職期間を通して、費用化し

てサービスとの対応関係で費用を計上する。新しい公会計は、従来の自治体の決算

ではカバーできない資産債務状況や行政コストを、民間の会計情報を取り入れて管

理していくしくみと理解します。行政として公会計制度についての所見を伺います。 

 また、地方公会計制度は、一般会計と特別会計で会計方式が異なり、一般会計は

官庁会計方式・現金主義ですが、特別会計のうち公営企業法運用法適用事業は企業

会計方式です。それぞれに会計基準が異なり、公共部門の会計方式が統一されてい

ない中、統一されない会計方式では会計間の連結は正確にはできないはずです。公

会計制度は早急に統一にすべきと考えますが、行政の見解を伺います。 

 総務省が平成１８年に公表した新地方公会計制度研究会報告書によると、単式簿

記現金主義会計を原則とする地方財政制度を変えて、複式簿記・発生主義に基づい

て財務書類を作成することを明確にしたところです。我が国において、行政が複式

簿記の採用に取り組むのはこれで二度目となり、最初は明治９年から明治２９年の

こと、明治９年に定められた大蔵省、出納条例により、政府の会計は複式簿記によ

ることとされたところであり、しかし、明治１５年に創設された会計法の制定によ

り、複式簿記は官庁会計から姿を消し、単式簿記による会計記録に回帰して、現在

にいたっているところです。単式簿記と現金主義によっていた行政の会計を複式簿

記と発生主義に大きく舵を切ったことになると理解します。行政の認識を伺います。 

 総務省は、発生主義の活用及び複式簿記の考え方の導入を図り、地方公共団体財

務書類作成にかかる基準モデル、または総務省方式改訂モデルを活用して、貸借対

照表、行政コスト計算書、純資産変動計算書、資金収支計算書の４表を、地方公共

団体単体及び関連団体等を含む連結ベースで財務書類を作成、公会計の整備と推進

に取り組むことを強く求められているところだと思います。行政の認識を伺うとと

もに、行政として、今後の対応を２点伺います。 

 町の財務書類は、普通会計財務４表を総務省方式改訂モデルで作成という中、多

くの自治体は決算カードをもとに、簡便に作成が可能な総務省方式改定モデルを選

んでいるところでもあります。総務省方式改訂モデルを、順次、基準モデルへの移

行が求められているところであり、行政の認識と今後の対応を伺います。 

 ２点目として、総務省の方針として示された自治体の財務書類は、地方公共団体
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単体及び関連団体等を含む連結の財務書類４表、業務づけられたものではありませ

んが、作成が強く求められていると思います。 

町においては、普通会計財務４表ですが、自治体単体の財政状態のみならず、地

方公共団体の関与及び財政支援のもとで、当該団体の事務事業と密接な関連を有す

る業務を行っている一部事務組合、広域連合、第三セクター等、自治体財政に影響

を及ぼすものとして、その財政状態を連結してみる必要があります。連結の財務書

類作成に関して、行政の認識と今後の作成について伺います。 

 次に、財務書類作成の目的及び役割について伺います。 

 公会計制度整備の主な目的は、資産、債務の管理と費用管理、新しい公会計は従

来の自治体の決算ではカバーできない、資産債務状況や行政コストを民間の会計慣

習を採り入れて管理していく仕組みであり、企業会計の財務諸表は株主に企業の経

営成績や財政状況を伝えるために作成される会計情報であり、こうした財務諸表を

自治体でも作成して、行政財産の適正な配置、管理及び行政サービスの効率的で有

効な提供に役立てようというものが目的であり、財政情報は行政の経済活動を数値

であらわしており、その数値が何を意味し、どのような課題があるのか、読み解く

必要があります。 

 財政とは、行政の経済活動のことであり、行政の活動ですから、その内容は議会

で民主的に決定されなければならないところであり、また、行政も民間企業と同様

に経済活動ですから、効率的で効果的な仕事が強く求められるところですが、行政

としての所見を伺います。 

 総務省が示した両モデルで作成される財務書類は、その作成の目的として次の５

点を挙げているところです。１に資産、債務管理、２に費用管理、３に財務情報の

わかりやすい開示、４に政策評価、予算編成、決算分析との関連づけ、５に地方議

会における予算、決算審議での利用、予算マネジメントの機能強化となる。以上、

作成の目的として挙げられているところです。四つの財務書類で体系的に財政状況

を分析できるところですが、パブリックマネジメントの考え方が浸透し、パブリッ

ク・ガバナンスの意識も高まってきた中、地方議会の役割と責任は一層重くなり、

議員として責任の重さを痛感するところですが、行政として財務書類作成の目的に

ついての認識を伺います。 

 あわせて、住民への説明責任と財務情報のわかりやすい開示が求められるところ
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です。何のためにつくるのか、つくっても使えない、つくっても使わないといった

疑問もある中で、活用が大事だと思います。行政の見解を伺います。 

 そこで、次に財務書類の活用と課題について伺います。 

 財務情報の公開は、説明責任を全うしていく上で不可欠であり、首長は住民から

託された税金の使途について説明する責任があります。財政的アカウンタビリティ、

運営的アカウンタビリティと、世代間衡平性、住民は自分たちが払っている税金を

経済的で効率的かつ効果的に使用し、自分たちの福祉の向上に図られているのか、

行政サービスの提供にどれだけのコストがかかったのか、また、現世代の負担と将

来世代の負担のバランスが適切にとられているかどうか、現に税金を納めている世

代と、将来、税金を納めるであろう世代との負担が不公平でないことも説明する必

要があると思います。 

 発生主義による財務書類を作成することにより、フローのみならず、現金主義で

は見えにくいコスト情報や資産・負債といったストック情報の把握が可能となり、

議会や住民等に対する説明責任の履行や行政内部のマネジメント機能の向上に活用

することができると思います。見解を伺います。 

 あわせて予算マネジメントの機能強化について伺います。 

 現行の予算制度は、編成のみに焦点が当てられています。決算は歳入歳出予算に

計上された一会計年度の執行実績の集計表としてまとめたものであり、さらに予算

執行の結果を示すものですが、単に過去の実績を示すにとどまっては発展はありま

せん。その結果を予算編成に反映させることで、より経済的、効率的、効果的な税

金の使い方ができます。予算マネジメントの構築について、行政の見解を伺います。 

 町においては、平成２４年度の財務４表を総務省方式改訂モデルで作成、平成２

６年度予算が執行されている６月に公表という中、決算の調整をしている期間は次

の年度の予算が執行されています。法定の決算は出納整理期間を過ぎた後しか調整

できませんが、発生主義による決算であれば、調整を早めることは可能になります。

改定モデルでは、出納整理期間後、決算統計と並行して作成・開示が可能ですが、

基準モデルでは出納整理期間後、早期の作成・開示が可能であり、早くまとめて公

表できれば、予算に反映させることが可能になります。早期の作成・開示が求めら

れるところです。行政の見解を伺います。 

 複式簿記の導入と事業別施設別のコスト公開により、初めて住民はその政策に要
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する経費を正しく把握し、施策が適切かどうか判断できるようになり、政策別に住

民負担論の議論をすることが可能になります。地方公会計において、正確な財務書

類を作成するためには、セグメント単位で、フルコスト情報での分析が可能になる、

複式簿記の導入が不可欠ですが、行政の認識を伺います。 

 議会や住民等に対する説明責任やマネジメント機能の向上においては、財政は仕

組みが複雑で数字が羅列されていて、難解なイメージがあります。わかりやすく丁

寧に説明していく必要があると思います。行政の見解を伺います。 

 あわせて、複式簿記の導入を含めて、自治体の職員の人材育成とシステムの整備

の必要がありますが、行政の所見を伺います。 

 次に、質問事項２、財務４表について伺います。 

 財務４表は相互に関連しながら、資産、債務の状況や行政コストに関する情報を

提供しているところです。貸借対照表の資産と負債の差額である純資産は、純資産

変動計算書のうち、資産の増減の差額として求められる期末残高と一致し、その要

因が示され、純資産変動計算書のうち財源の調達と使途との差額は行政コスト計算

書の収益と費用の差額と一致し、貸借対照表の歳計現金は、資金収支計算書の期末

残高に対応する。こうした分析が公共資産の計画的で効率的かつ有効的な維持管理

がより有用なものとなるよう期待されているところです。貸借対照表について見解

を伺います。 

 企業会計の貸借対照表は、右、借り方に起債される資産、左、貸し方に起債され

る負債と純資産から構成され、資本を負債から区別することで経済責任を明らかに

します。公会計の貸借対照表も基本的には同じですが、自治体の保有しているイン

フラ等の資産を評価して、貸し方に計上し、公債等の負債を貸し方に計上しており、

公会計では資金の調達先と運用先の表示として機能させることができ、財政資金を

どこから調達し、どのような資産に支出したかを明らかにすることができるところ

です。 

 自治体の資産は、民間企業と異なり、道路など、売却が困難な資産が多く、資本

という概念もなく、純資産が多いことが必ずしも質のよい行政サービスを示すもの

でもないと理解しますが、行政の見解を伺うとともに、純資産の部では、公共資産

の財源を示す形で表示されています。これらの資金は、世代や住所地に相違があっ

ても、主権者から徴収された税を原資としています。資金の調達先の負債と運用先
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の資産の差額である純資産は、資産と負債との単なる差額と理解しますが、資産と

して形成された結果、資産が将来世代の負担、負債とこれまでの世代の負担、純資

産の割合で見ることができ、資産形成にかかる世代間負債比率が分析できるところ

ですが、あわせて見解を伺います。 

 基準モデルと総務省式改訂モデルの大きな違いは、基準モデルは複式仕訳と、固

定資産台帳の一括整備をもとに、企業会計と同様に貸借対照表を作成されますが、

改訂モデルは統計情報を活用して作成しますので、基本的には表示方法情報や固定

資産の扱いが異なっています。総務省方式改訂モデルでは、基準モデルの移行に要

する事務担当者の負荷を軽減するため、段階的に固定資産台帳を整備することとし

ていますが、多くの自治体の固定資産台帳の記録は、会計報告を作成するために利

用できる水準にないと言える中、行政の会計が単式簿記で行われてきた弊害です。

総務省方式改訂モデルも、順次、基準モデルへの移行が求められているところです。

固定資産台帳の整備分について、進捗状況とあわせて見解を伺います。 

 売却可能資産について伺います。ゼロ計上されているところですが、売却可能資

産とは、遊休地や未利用の施設等で、売却が可能な全ての公用資産と認識します。

既に供用を開始した公共資産とは別に、新たに売却可能資産を別立てにしています。

公共資産の提供は行政の基本的な役割の一つです。路線価や公示地価に基づいて評

価した売却可能価額を有形固定資産から振りかえ処理を行い、有形固定資産として

貸借対照表に計上されている金額と売却可能価額との差額は、純資産の部の資産評

価差額に計上されることになるところですが、売却可能資産について、洗い出しの

状況を含めて行政の見解を伺います。 

 次に、行政コスト計算書について伺います。企業会計は損益計算書がありますが、

公会計では収益観念がないため、費用のみを計上したのが行政コスト計算書ですが、

現金主義会計では、現金支出がなければ、コストは計上されません。発生主義概念

を導入した行政コスト計算書では、減価償却費や退職給与引当てにかかわる現金支

出を伴わないコストを計上しており、行政サービスのフルコストを表示しています。

これにより資源の費消をより正確に把握することになり、効率性や有効性の評価に

有用な会計情報を提供することができるところです。行政の認識を伺います。 

 あわせて行政コスト計算書の名称が示すとおり、発生したコストが示されます。

成果は示されていません。どれほどの成果があるのかがわからなければ、税を負担
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するだけの価値があるかを判断することはできません。総務省方式改訂モデルでは、

大ざっぱではありますが、どのような目的で税が使われたかは示されます。どこで

税金が使われているのかが把握できます。基準モデルでは、セグメント別の会計情

報は除かれました。行政コストに計上された金額は、行政を運営するために生じた

発生コストであり、そのコストを負担するのは納税者であり、主権者です。成果の

報告がなければ、そのコストを負担すべきか否かの判断はできません。行政の所見

を伺います。 

 行政コスト計算書に計上される減価償却費は、純資産変動計算書でも表示されま

す。固定資産の取得のための財源として、国庫支出金が使われたのか、都道府県支

出金が使われたのか、あるいは一般財源と表示される税によったのかに拘泥してい

るからで、固定資産の償却による純資産への影響を資金の調達源泉に反映させるた

めであり、資金と調達した資産との紐つきの状態は償却が終了するまでずっと続く

ことになりますが、行政の認識を伺います。 

 経常収益の使用料、手数料は地方公共団体が、その活動として一定のサービスを

提供する場合に、当該財サービスの対価として使用料、手数料等の形態で徴収する

対価です。経常行政コストと、経常収益の比率を分析することによって、受益者負

担等の状況が把握できるところですが、最終行に示される純経常行政コストは、直

接、間接の違いはありますが、納税者の負担です。住民負担について、行政の認識

を伺います。 

 次に、純資産変動計算書について伺います。純資産変動計算書は、会計期間中の

自治体の純資産の変動をあらわすものであり、純資産とは自治体が保有する資産の

うち、現役世代が既に負担した債務が返済されたと考えられる資産を表し、損益外

純資産の減少と増加の原因を表示します。 

 純資産変動計算書は、財源と資産形成充当財源の二つの要素から構成され、財源

では費消可能な税収や、他のレベルの行政からの資金の流入額と、行政コスト計算

書の最終行で示された純経常行政コストや固定資産の取得といった流出額を示しま

す。純資産変動計算書の純資産の変動金額に将来世帯の負担を見出そうとしていま

す。純資産の減少をもって将来世代へ継承する資源の減少ととらえ、その増加を将

来世帯へ継承する資源の増加として位置づけられます。町においては純資産が増加

しているところですが、あわせて行政の認識を伺います。 
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 次世代へ継承する資源の多くは固定資産となります。行政の提供する固定資産の

多くは、住民も利用のために提供されます。住民は利用者であり、その評価も利用

価値にあります。行政としての見解を伺います。 

 次に、資金収支計算書について伺います。 

 資金収支計算書は、地方公共団体の活動に伴う資金利用状況及び資金獲得能力を

し、明らかにすることを目的として作成され、資金の源泉と使途の計算書ですが、

発生主義会計においては、実際の現金の流れと財務業績とが乖離することがありま

す。発生主義会計に内在する恣意性は、ときに実態を報告しないことがあるため、

実際の現金の流れを見る発生主義の決算を現金主義に組み替えて見るための財務書

類が資金収支計算書と理解しますが、行政の認識を伺います。 

 あわせて他の財務書類と違い、決算書を要約することで作成することができます。

予算書や決算書は詳細に作成されますが、収入と支出を要約表示し、一表にまとめ

た資金収支計算書の作成は大きな意義があり、現金のみの収支であるので、非常に

客観性が高く、真の財政状況を分析することができるところです。あわせて行政の

認識を伺います。 

 企業会計においては、収入から支出が控除される形式をとりますが、行政では資

金収支計算書では、支出から収入が控除されます。活動別に三つに分類され、経常

的収支区分では、経常的支出は人件費、物件費、経費といった業務費用と業務外費

用が計上され、予算に計上された全ての行政活動に必要な経費、経常的収入とされ

るのが税金収入、業務収入及び業務外収入、さらに他のレベルの行政組織からの経

常的に支払われる資金が計上され、経常収支比率に対応しているところです。公共

資産整備収支区分は、事業用資産、インフラ資産にかかる支出と収入が記載され、

投資財務的収支区分は、収入は国県補助金や公債収入等で、支出は公債の元金償還

金や利子など、行政活動と投資活動の結果で生じた収支の差額を補う資金であり、

将来世代の負担ともなります。 

 合算したものが基礎的財政収支、プライマリー・バランスとなります。期首歳計

現金残高は前期末の貸借対照の資金の対象となる勘定の合計に一致し、期末残高は

当期末の貸借対照表の資金の対象となる勘定の合計に一致するところです。財政力

指数が下降傾向にあり、財政が硬直化の傾向を示している中、財政状況は厳しさを

増していくことは予想されます。シビルミニマムの観点からも、効率的、効果的な
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財政運営が求められます。行政の見解を伺います。 

 以上で１回目の質問を終わります。 

議長（鎌形寿一君） 

 総務課長、金島正好君。 

総務課長（金島正好君） 

 それでは、城之内議員のご質問にお答えいたします。質問が多岐にわたっており

ます関係で、質問を集約させていただき、１２項目についてお答えいたします。 

 まず１点目、公会計制度統一についての認識についてですが、総務省では、平成

２２年９月から今後の新地方公会計の推進に関する研究会において議論を進めてい

ましたが、平成２６年４月に報告書として取りまとめがございました。平成２６年

５月、総務大臣から各首長へ今後の地方公会計の整備促進についての通知があり、

これらの中で今後の統一的な基準による財務書類の作成について記載されておりま

す。現在は市町村によってさまざまな作成モデルとなっていますが、新たな統一基

準により、財務書類の作成が求められる予定とされておるところでございます。 

 今後、平成２７年１月ごろまでに、具体的なマニュアルが示され、平成２９年度

に新たな統一基準によるモデルで作成することになる見込みでございます。 

 なお、システム関係では、標準的なソフトが無償で提供されるとなっております。

具体的なマニュアルが示された後、町でも固定資産台帳の整備が必要になるのでは

ないかと思われるところでございます。 

 次に、２点目の連結決算についてでございますが、財務４表においては、町が構

成員となる一部事務組合や広域連合の数値を連結した諸表を作成できます。過去に

財務状況が悪化した市町村は一般会計以外の会計、第三セクター等の債務超過によ

り財政悪化に陥った例が見られます。これらを踏まえ、財政健全化比率や資金不足

比率については、特別会計・企業会計や一部事務組合、広域連合も含めた数値を算

出することになっています。財務４表における平成２４年度決算の作成状況では、

県内の作成５０団体のうち、普通会計が１７団体、全会計が５団体、連結が２８団

体となっております。平成２５年度決算に係る財務４表は、これから作成するとこ

ろでございますが、他会計や一部事務組合、広域連合についても連結したものを作

成したいと考えておるところでございます。 

 次、３点目、効率的、効果的な仕事についてでございますが、予算は議会の議決
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により執行が可能となりますが、財務４表は、執行された決算の状況を住民に公表

するものでございます。この制度の目的としては、資産、債務、費用管理とともに、

財務情報のわかりやすい開示が求められているところでございます。 

 また、行政の行う活動は住民福祉の増進のために行うものと考えられます。単に

コストだけで捉えることができない面と費用対効果が求められる面を持ち合わせて

います。とはいえ、当然、効率的で効果的な仕事が求められるものと認識しており

ます。 

 ４点目、住民への説明責任についてでございますが、財務諸表の公表は、議会に

説明後、町ホームページに掲載していますが、議会全員協議会で配付したものと同

様のものをデータ化して掲載しております。概要部分で財務４表の内容について説

明をしていますが、なるべくわかりやすいものにできるよう、検討してまいります。 

 ５点目、予算編成への反映とマネジメントについてでございますが、総務省方式

改訂モデルは、総務省から書式が送付されてからの作成となり、当町では、決算終

了後の翌年６月議会に報告してきました。なお、千葉市を除く県内５３団体のうち、

平成２４年度の財務書類について、年内に公表の団体は１０団体とされております。

また、活用事例については議会や住民に対する説明や財務状況の比較が多数を占め

ており、活用方法を検討中の団体もございます。 

 新年度予算の編成には、過去の予算・決算状況などの資料により検討しています

が、平成２５年度決算の財務４表から早期に作成し、併せて参考資料にできるよう

にしたいと考えております。 

 ６点目、早期作成と開示についてでございますが、県内５３団体のうち、基準モ

デルを使用している１４団体の平成２４年度決算における状況でございますが、決

算年度の１２月まで５団体、３月まで６団体、翌年度６月まで２団体、９月まで１

団体ということでございます。作成時期は市町村によってまちまちであり、使用モ

デルだけではなく、担当部署の体制による影響も考えられるところであります。 

 次に７点目、人材育成とシステム整備についてでございますが、総務省の報告書

によると、複式簿記の手法には日々仕訳、いわゆる会計処理と同時に仕訳する方式

と期末一括仕訳について記載がございます。職員の事務負担や経費削減などを考え、

今後の具体的なマニュアルの作成を待って検討するものとなる予定でございます。 

 ８点目、道路等の資産についてでございますが、通常、企業における経済活動で
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は、資産の増加、資本の増加、利益が追及されますが、地方公共団体では、住民の

福祉の増進が第一に追求されます。地方公共団体の貸借対照表の資産では、道路や

施設等が有形固定資産という資産になりますが、単にこれらを増加させることだけ

が目標とはなりません。住民に必要な資産を増やし、そして役務の提供や施設の適

正な管理・運営を行うことが住民福祉の増進と考えておるところでございます。 

 続いて９点目、固定資産台帳整備と売却可能資産の状況についてでございますが、

固定資産台帳は、現在のところ未整備でございます。なお、平成２４年度決算にお

ける財務書類では、県内５３団体のうち２５団体が未整備、１３団体が作成中、１

５団体が作成済みとなっております。冒頭から説明しておりますとおり、今後の統

一的な基準の導入に際しましては、固定資産台帳の整理が不可欠となっております。 

 また、売却可能財産の洗い出しについてでございますが、普通財産のうち使用し

ていない土地について、売却可能地として把握しているところでございます。 

 １０点目、受益者負担についてでございますが、行政コスト計算書は１年間の行

政活動のうち資産形成に結び付かない活動における経費の福祉・教育などと経常収

益の使用料、手数料・分担金負担金を対比させた表であります。このうち使用料手

数料については、施設を使用していない住民と使用している住民が不公平にならな

いような、受益者の一部負担は必要と考えているところでございます。 

 １１点目、純資産の増加についてでございますが、純資産は町が保有する資産の

うち、現役世代が既に負担した部分となっております。町の財務４表を見ますと、

近年の動向としまして、資産が増加して負債が減少していることから、純資産が増

加となっているところでございます。 

 最後に、財政運営についてでございますが、資金収支計算書は、単年度の決算を

あらわした表でございます。期首、期末の歳計現金残高により、単年度の収支がわ

かります。資金収支計算書についての内容については以上でございますが、この表

や他の財務諸表にかかわらず、町行政としましては常に効率的・効果的な財政運営

を求められている認識のもと、今後も事業を執行していくことが大切と考えており

ます。 

 以上で答弁を終わります。 

議長（鎌形寿一君） 

 ７番、城之内一男君。 
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７番（城之内一男君） 

 現在の公会計である現金主義ではやっぱり地方債や積立金などの状況は把握でき

ないわけですね。今は現金による予算構成であり、現金フローのみを統制している

わけですから、やはりこれは、現在国の借金も１，０００兆円を超えるとか、その

中で将来世帯の負担とか納税者の税金の負担の先送りが始まっているわけですから、

やはり単式簿記の限界は過ぎたと思います。やはり複式簿記で記録していくべきだ

と思います。これは答弁は求めませんから、一応、要望としておきます。 

 やはりその財務書類の作成に関しても、会計システムがあれば内訳を入力するだ

けで、当然もうそれでできるわけですから、やはりシステムの整備が必要でしょう

けれども、初期投資が必要であっても、段階的に整備していく中で、これは負担、

後年の負担があるわけですから、やはり自治体として取り組む姿勢が第一と思いま

す。 

 それと連結の財務書類については、やはり財政状況、問題があるのは高齢企業と

か一部事務組合、外郭団体であって、まして、今、町においては普通会計の財務書

類ですけれども、普通会計は一般会計と公営企業事業会計をまとめた特別会計で、

公営企業を含む単体であって、これは単体さえカバーできていないという。やはり

財政健全化のほうでも問題があるのは、公営企業や外郭団体の問題があるわけなの

で、やはりこれは連結も財務書類、これが一番単体じゃなくて連結の財務書類が必

要だと思います。 

 健全化法においては、連結実質赤字比率とかがありますけれども、これは健全化

法における連結と公会計制度による財務書類の連結とは全然意味が違うし、含まれ

る会計の範囲も違いますよね。その辺も含めて、やはり連結の財務書類は、ぜひ作

成してもらいたいと思います。単体とは普通会計に公営企業会計を加えたもの、単

体さえカバーできていないといえます。 

 固定資産台帳の整備については、これは資産管理の面からも固定資産台帳の整備

は、段階的に整備することとされている中、そのためには棚卸が必要になりますが、

棚卸にも着手していないのか、またしているのか、それはお聞きします。 

 それと売却可能資産については、答弁があったところですが、売却可能資産は把

握している、この財務書類作成、固定資産台帳整備については、まず最初に売却可

能資産の払い出しからというものがあると思うんですよ。当然、売却可能資産が洗
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い出ししていると思いますけれども、計上していない面があるのは、計上するのに

はそれなりの負荷もありますけれども、その辺はなぜ計上しないのか、意味がちょ

っとわかりません。やはり売却可能資産というのは、売るとか売らないとか、売れ

ないとか、それは関係なく、売却可能な資産、現に供用開始していない資産である

わけですから。 

 以上です。 

議長（鎌形寿一君） 

 総務課長、金島正好。 

総務課長（金島正好君） 

 城之内議員のご質問、５点あったと思います。 

 １番目の公会計の財務システムの複式簿記について、これからの考えということ

については、特に省略していいというお話でございましたので、答弁を省略させて

いただきます。 

 次に２点目、財務システムについて公会計制度について必要であるか、取り組み

の姿勢は大事ではないかというようなご質問でございますが、そのとおり、財務シ

ステムが必要でございまして、財務システムを導入していくことが大事だと認識し

ているところでございます。 

 次に３点目、連結決算についての外郭団体についてでございますけれども、議員

と同じように非常に大事だというような認識を持っておりまして、これについては

進めてまいりたいと思っております。 

 続きまして４点目、固定資産台帳の整備について、棚卸をしているのかというご

質問でございますが、まだ固定資産台帳は整備しておりません。私の答弁で申し上

げましたように、これから整備をするということでございます。棚卸はしていない

というように認識しております。また、財政に確認をしまして、間違っておりまし

たら後でご訂正をさせていただきたいと思います。 

 次に最後、売却可能資産の洗い出しでございますが、過去に売却可能資産につき

ましては、関係者の住んでいる方とかに売り払った事例がございます。その売り払

った事例以外のもの、その他のものについて売却可能資産ということで把握してお

りまして、なぜ計上していないかと申し上げますと、その計上する諸表と申します

か、公表することについて、どのように公表するかということについて、こういう
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形で公表するという形のものを考えておりませんので、公表することについては、

今後、どのような形で公表するか、検討してまいりたいというように思います。 

 以上でございます。 

議長（鎌形寿一君） 

 ７番、城之内一男君。 

７番（城之内一男君） 

 その売却可能資産については、公表するとかなんとかは関係なく、財政状況のな

ぜ計上しないかという部分であって、公表するとか売るとか売らないとかは全然関

係ないと思います。これは、あえて特に挙げておりませんけれども。ただ、やはり

複式簿記、棚卸にしても、固定資産台帳の整備は棚卸は絶対必要なわけですから、

やはり段階的に整備というのは、また統一された基準で財務諸表をつくるにしても、

固定資産台帳の整備のためには棚卸が必要なわけですから、やはり棚卸は着手すべ

きだと思います。これも要望というか、意見として終わりたいと思います。 

 ただ、現在の公会計制度、現金主義に単式簿記では、やはり将来に先送りされた

負担はわかりません。だから、今の国の財政状況を考えても、地方の財政がおかし

くなった部分について今、助けてくれるというか、そういう部分がもうあり得ない

と思います。やはり、国は国債を発行できますが、地方は赤字公債を発行すること

はできないわけです。その国債も将来の税金を担保にして発行しているわけですか

ら、それを考えるとやはり財政が効率的、効果的に運営していかなければならない

と思います。そのためにも複式簿記、発生主義に改める必要があると思いますが、

これは横並びというか、その部分があると思いますが、やはり自治体として積極的

に取り組んでもらいたいと思います。 

 ただ、その財務書類作成の目的は、一番は何のためにつくるかではなくて、つく

らなければいけないからつくるのではなくて、やはり活用が大事だと思うんです。

目的にあるように、予算のマネジメント機能を向上させるというか、その部分から

いっても、財務書類はやはり基準モデルでちゃんと作成されるべきだと。今の状態

だと、ただつくって公表するだけという部分があると思うんですけれども、やはり

予算マネジメントを機能させる、これは議員の責任もありますけれども、この部分

でぜひ活用を考えてもらいたい。 

 これは要望としておきます。以上で質問を終わります。 
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議長（鎌形寿一君） 

 以上で、城之内一男君の一般質問を終わります。 

 続いて、次に、１３番、山崎ひろみ君。 

１３番（山崎ひろみ君） 

 それでは、通告に従いまして本日の一般質問をさせていただきます。 

 初めに、８月２０日未明に発生し、甚大な被害に及びました広島土砂災害は、多

くの死者、行方不明者を出し、また住宅等も大きな被害を受け、避難生活を余儀な

くされ、大変な状況におられます皆様に謹んでお悔やみとお見舞い申し上げます。 

 気象庁は平成２６年８月豪雨と命名したとのことですが、広島市以外でも多くの

被害が発生しました。昨今、地球温暖化の影響もあるのでしょうか。想定外の大雨、

大風等が発生します。災害は忘れたころにやってくると申しますが、決して他人事

ではありません。９月１日は防災の日と掲げられていますので、本日は最初に防災

訓練の実施について質問いたします。そして２番目に子育て支援に関することにつ

いて質問させていただきます。 

 最初の質問であります町民参加の防災訓練の実施について伺います。 

 私は過去に何度か防災関連について質問してまいりました。その際に、消防団員

のみの訓練ではなく、一般町民の防災訓練を実施するよう提案してまいりました。

町では平成１６年までは小中学校を会場とし、各団体の参加協力のもと、訓練を実

施してきたと認識しております。しかし、ここ１０年は消防団員による土のうづく

り等の訓練のみになっていると思います。災害といっても、地震や津波、風水害等

さまざまですが、実際に経験しても時がたつと意識が薄れたり、また他の地域で起

きたりすると、他人事のように感じてしまったりするものではないでしょうか。 

 このたびの広島市の災害では、自分の住んでいるところが危険箇所になっている

ことを認識していない住民もいたとのことです。我が東庄町の皆さんは大丈夫でし

ょうか。急傾斜地崩壊危険箇所の認識、また避難経路の認識等、町民に対する周知

は万全でしょうか。 

 また、我が町は各区を自主防災組織と位置づけておりますが、住民の皆さんには

そのような認識はあるのでしょうか。 

 災害のときに自分の身を守るのは、自助、共助、公助の順だと思います。幾ら広

報等で啓発しても、一人一人の認識の違いは確認できません。町民の意識を高める
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ための訓練の実施をする必要があると考えます。町民全員が訓練に参加することが

ベストですが、なかなかそういうわけにはいかないと思います。一人でも多くの方

が防災について考える日に、また確認できる日にすることが大事かと考えますが、

町の見解をお聞かせください。 

 次に、質問事項２の子育て支援に関することを伺います。 

 平成２５年１２月に、町子ども・子育て会議設置条例を制定し、子供の保護者や

保育、教育関係者等の構成メンバーで会議が開催されていると認識しておりますが、

会議の目的、経過報告等をお聞きしたいと存じます。 

 ６月議会で全議員に配布されました「子ども・子育て支援事業計画策定のための

ニーズ調査集計結果」を読ませていただきました。中でも、意見、提案の記述に関

しては、赤裸々な内容が書かれておりました。これは会議においても大変参考にす

べき町民の声だと考えますが、執行部としてはどのように認識されましたか。子育

てしやすい町になることが町民の要望であり、行政としても最善を尽くすべきと考

えますが、ニーズ調査の結果を踏まえた我が町の方向性について、町の見解をお聞

かせください。 

 次に、子育て支援センター、放課後児童クラブ、児童館等の利用状況について伺

います。 

 まだ保育園や幼稚園に入園していない子供と保護者等が利用する子育て支援セン

ターは、現在４カ所で開設されています。笹川中央保育園の運営で２カ所、笹川中

央保育園の場所と、もう一つは笹川小学校の前で元の交番のあったところ、また神

代保育園で１カ所、そしてもう一カ所は橘保育園の運営で、公民館東城分館で開設

されています。これらの利用人数と各運営に対する予算配分の仕方はどのようにさ

れているのか伺います。 

 また、小学生が放課後、自宅に帰っても保護者が仕事等で不在のため、学校が終

わった後、保護者が迎えに来るまでの間に利用する放課後児童クラブですが、笹川

小学校内で笹川中央保育園の運営で１カ所、そのほか４小学校の子供たちがバスを

利用して公民館東城分館に送られ、橘保育園の運営で１カ所、開設されています。

この利用延べ人数は、議会でいただいた行政報告でわかりますが、１日の平均利用

人数、また各小学校ごとの人数がわかればお聞きしたいと存じます。 

 また、現在実施している中で何か課題等があればお聞かせください。 
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 東城地区夏目にある児童館は、親子、または祖父母とお孫さん、さらに小学生、

ときには中学生が自由に遊び、交流の場となっています。キャンプ大会や運動会、

クリスマス会など、年間行事にも多くの参加者があるように聞いております。利用

状況をお聞かせください。 

 以上で１回目の質問を終わります。２回目は自席にて行わせていただきます。 

議長（鎌形寿一君） 

 総務課長、金島正好君。 

総務課長（金島正好君） 

 それでは、山崎議員のご質問、１項目めの防災関係についてお答えいたします。 

 議員のおっしゃるとおり、災害は一くくりに災害といっても、東日本大震災のよ

うな大地震の場合や台風、集中豪雨など、多量の降雨や暴風、それに伴う浸水やが

け崩れなど、さまざまな場合が考えられます。 

 先月発生した広島の土砂災害は、多数の死者、行方不明者が出て、非常に大きな

災害となりました。本町におきましても、その１０日前の８月１０日未明に、台風

１１号の影響で集中豪雨が発生し、短時間でありましたが１時間雨量７１．５ミリ

を記録したところでございます。 

 町民の危険箇所の認識ということでございますが、町では土砂災害警戒区域の指

定が現在１６カ所あり、世帯数では６６世帯が該当します。各世帯には、土砂災害

警戒区域に指定されていることを説明し、認識していただいているところと思って

いるところでございます。また、地元の区長さん、消防団にも、その区域、世帯を

通知しているところでございますが、しかしながら、世代交代があったり、区長さ

んや消防団の団員も交代しますので、定期的に説明が必要と考えているところでご

ざいます。 

 続いて、住民主体の防災訓練の重要性の関係でございますが、議員のおっしゃる

とおりと認識しておるところでございます。町民の皆さんには、まず防災に対する

意識付けが重要と考えているところでございます。いざというときに自分の身を守

る行動をとっていただけるよう、さまざまな手段でＰＲしてまいりたいと思ってお

ります。 

 特に深夜や未明に起こる集中豪雨では、外に出ることも危険な場合があります。

土砂災害の危険がある場合は、建物の２階や、できるだけ傾斜地から離れた部屋に
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移動することも避難の一つの方法でありますので、そういったことを住民の皆さん

に周知してまいりたいと考えております。 

 自主防災組織につきましては、区長会総会やまちづくり会議において、災害発生

時には協力をいただくことを十分お願いしているところでございます。各区におき

ましても、そのような認識を持っていただいているものと考えているところであり

ます。 

 以上です。 

議長（鎌形寿一君） 

 健康福祉課長、石毛克身君。 

健康福祉課長（石毛克身君） 

 それでは、質問事項の２番目、子育て支援に関することについてお答えいたしま

す。 

 最初に、質問要旨の１点目、子ども・子育て会議の進捗状況、ニーズ調査の集計

結果を踏まえた我が町の方向性について申し上げます。 

 初めに、子ども・子育て会議の目的と経過報告についてお答えいたします。 

 会議の目的は、平成２７年４月施行予定の子ども・子育て支援新制度に関する事

業計画の策定や進捗管理などについて、保護者の方を含む子ども・子育て支援の当

事者などのご意見を聞くための会議であり、本町の子どもや子育て家庭の実情を踏

まえて、政策を実施していくことを目的としています。 

 委員は、子どもの保護者、子ども関係団体の方及び団体から推薦をいただいた方、

小学校・幼稚園などの教育関係者、保育関係者の計１１人で構成されています。 

３月と６月に会議を開催し、ニーズ調査の結果を報告して、ご意見等をいただいて

おります。 

 今後の予定としましては、１０月に３回目の会議を開催し、子ども・子育て支援

事業計画の素案をお示しして、ご意見等をいただくとともに、来年１月ごろまで会

議を重ねる予定でございます。 

 次に、ニーズ調査の結果を踏まえた町の方向性についてですが、３月に集計結果

がまとまり、議員の皆様にも６月議会でお配りしてありますので、ご意見・ご提案

等をご覧になっていると思いますが、内容が多岐にわたっておりますので、この貴

重なご意見等を関係課と共有して、対応していきたいと考えております。 
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 続いて、質問要旨の２点目、子育て支援センター、放課後児童クラブ、児童館等

の利用状況についてお答えいたします。 

 初めに、子育て支援センターの平成２５年度の利用状況ですが、笹川中央保育園

が運営している「わくわくキッズ」は２１８日間、延べ２，５５３人。同じく笹川

中央保育園が旧交番の建物を利用して運営している「スマイル」は２５６日間、１，

９１７人。橘保育園が公民館東城分館で運営している「さくらんぼルーム」は２４

０日間、１，２７１人。神代保育園で運営している「なかよしひろば」は２３３日

間で２，３５３人となっています。 

 予算配分については、補助金の基準額が常勤職員と非常勤職員の配置の有無によ

って金額が違ってきますので、笹川中央保育園で運営している２カ所につきまして

は、常勤職員を配置しているため、各７４２万円、他の２園は非常勤職員のみの配

置のため、基準額が４３８万６，０００円以内となっており、橘保育園が４１０万

円、神代保育園が４００万円と実績に基づいて交付しております。 

 次に、放課後児童クラブの平成２５年度の利用状況と課題についてですが、笹川

中央保育園に委託して、笹川小学校で運営している「ゆめゆめクラブ」は、登録人

数が７５人、一日平均の利用人数は２２人で、１年生から６年生までの児童が利用

しました。 

 また、橘保育園に委託して、公民館東城分館で運営している「すぎのこクラブ」

は、登録人数が６２人、１日平均の利用人数は１４人で、１年生から５年生までの

児童が利用いたしました。 

 なお、学校別の登録人数は、神代小学校が１１人、笹川小学校７５人、橘小学校

１７人、石出小学校１７人、東城小学校も１７人となっています。課題といたしま

しては、東城分館で運営しています「すぎのこクラブ」で、迎えのバスの運行経費

並びに４校をバスで回りますので、その運行時間が検討事項となっております。 

 最後に、児童館の利用状況ですが、平成２５年度は３０５日開館して、１万８１

０人、一日当たり３５人の方が利用されていることになります。 

 １２月から２月は、利用者数が減りますが、その他の月は１，０００人前後の利

用があります。利用者のうち６割が幼児・児童等で、４割が大人となっております。 

 また、恒例のキャンプ大会や運動会のほか、毎月、工夫を凝らした行事等を行っ

ており、多くのご参加をいただいております。 
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 以上で答弁を終わります。 

議長（鎌形寿一君） 

 １３番。 

１３番（山崎ひろみ君） 

 最初に防災、総務課の方ですけれども、住民には周知をしているという、これ我

が家にあったのを持ってきました。平成１９年２月に町で発行されました。たまた

ま会合があったので、皆さんにこれを提示したら、誰も記憶がなくて、手元には誰

もなかったという状況でした。私も議員になったために、よく手元に置いておいて

見るようにしました。だから、こういうのは幾らつくっても住民にはなかなか浸透

しないのかなというのが一つありました。 

 でも、危険箇所はよく認識しているということですので、その点は少し安心させ

ていただきました。 

 あと、防災訓練ですが、全国的に防災の日の防災訓練の参加者が減少してきてい

る状況だそうです。かつては１，０００万人以上が参加していまして、一番多いと

きで１，６００万人が参加していたときがあったそうです。２０１２年には３８万

人と大幅に減少したと公表されていました。防災訓練が形骸化してきたためなんで

しょうか。従来の防災訓練の限界は、訓練会場を設定して、会場に参加者を集める

方式にあります。この方式で集められる参加者は限られていますし、予算のことも

あります。我が町もかつてこういったやり方でやってきたと思います。 

 近年、新しい防災訓練を取り入れているところがあります。シェイクアウト訓練

といって、安全確保行動訓練と申します。アメリカで始まった新しい形の地震防災

訓練です。指定された日時にそれぞれの場所で地震から身を守るための三つの安全

行動をします。姿勢を低くし、頭や体を守り、揺れがおさまるまでじっとするを約

１分間行う訓練だそうです。シェイクアウト訓練は、決められた日時にそれぞれの

人がそれぞれの場所で訓練を実施することを基本としています。非常にシンプルな

中身です。 

 ことしも船橋市は８月３１日に、千葉市も９月１日に、九十九里や山武地域のほ

うでも９月１４日が実施予定となっております。そのほか多くの自治体でも実施さ

れています。シェイクアウト訓練を発災対応訓練のスタートに利用して、その後、

さまざまな訓練をあわせて実施する自治体もあります。例えば、避難場所まで歩い
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てみる、近隣の高齢者に声をかけて一緒に避難する。また、自分の防災グッズの確

認や非常食の確認、賞味期限を見て買いかえるなどということもあります。防災訓

練の目的ということで、その記述には、住民一人一人が防災訓練に際して、日常及

び災害発生時においてみずからが何をするべきかを考え、災害に対して十分な準備

を講ずることができることとなるよう、住民の防災に関する意識の高揚と知識の向

上を図る機会とすることと書かれています。 

 我が町も従来のような訓練をすることには二の足を踏んでいるようですので、ぜ

ひこの訓練を取り入れ、町民の皆さんの防災の意識を高める日にしていくべきだと 

考えますが、町としては実施するお考えはありますか。 

 そしてもう一つ提案があります。大きな災害が発生した場合に、主に公共施設や

学校等に避難所が設置されます。避難所運営の体験型訓練、ＨＵＧを取り入れてい

る自治体があります。避難所運営ゲームと申します。意味はハグ、抱きしめるとい

う意味です。避難者の年齢、性別、国籍やそれぞれが抱える事情が書かれたカード

を避難所に見立てた平面図にどれだけ適切に配置できるか、また避難所で起こるさ

まざまな出来事にどう対応していくかなど、模擬体験するゲームです。これも町職

員はもちろんのこと、ボランティアグループや中学生にもぜひ行っていただけたら

と考えます。 

 一度も経験したことがないことをいざ実践するということは大変難しいことです。

練習をしておくことがいかに大事かということは皆さんもご存じかと思います。こ

れも訓練の一つだと考えますが、町として取り入れるお考えはありますか。 

 子育て支援のほうについて、２回目の質問をさせていただきます。 

 子ども・子育て会議については、これから具体的にという段階のようですので、

委員の皆様の意見が反映されることを期待いたします。ほかの自治体ではホームペ

ージで会議の内容を公開していますので、我が町としても掲載をお願いできたらと

思います。 

 ニーズ調査の中で一番多かったのが、幼稚園を２年、または３年にしてほしいと

いう声だったかと記憶しています。認定こども園の要望もあったかと思います。こ

れは町がこれまでも頭を痛めてきた案件かと思います。 

 また、保育園の保育料が高いという声もありました。所得に応じて算定されてい

ると思いますが、私が調べたところ、一番該当する人数が多い段階のところが近隣
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市町よりも高かったように記憶しています。それで保護者の不満があったのではと

考えます。病児、病後児保育やファミリーサポートセンターの設置の要望もありま

した。子育て支援をしている保育園の情報を一つにまとめて初めての検診のときに

いただけると良い、情報が伝わってこないためという記述もありました。また、小

学校に入学する際、学童保育の説明が欲しかった。町ホームページにもその記述は

なかったと記憶しております。などなど、さまざまありました。せっかく行ってい

る事業が宣伝不足で、あえて宣伝と言わせていただきますが、保護者に的確に伝わ

っていないのは本当に残念です。保護者に子育て支援の一覧のようなものをプリン

トして配布することや、町のホームページにももう少し工夫をするべきだと考えま

す。町としてはどのようにお考えですか。 

 子育て支援センターの利用状況と予算配分を伺いましたが、利用実績に差がある

ように見えますが、特に要因はありますでしょうか。先ほど予算配分は実績に応じ

てということを伺いましたが。 

 我が町は子育て支援センターが４カ所設置され、多くの親子が利用しています。

放課後児童クラブ、通称学童保育も全部の小学校の子供たちが利用できるようにな

りました。児童館にも多くの子供たち、また親子連れが遊びに来ています。子供の

医療費の助成も町長の指導でいち早く実施しております。町は頑張っているのに、

それなのになぜ子育てしやすい町とは言っていただけないのでしょうか。もっとＰ

Ｒすべきだと思います。 

 前回の議会でも副町長に担当課の人員を増やしてほしいと要望させていただきま

したが、健康福祉課で子育てから高齢者施策、また福祉全般を見るのではなく、ぜ

ひ子育てに関しては専門部署で、子どもが生まれたときから学校教育まで一貫して

受け付けられる窓口を設置して、きめ細かな対応をしていくべきと考えますが、い

かがでしょうか。 

 以上で２回目の質問を終わります。 

議長（鎌形寿一君） 

 総務課長、金島正好君。 

総務課長（金島正好君） 

 山崎議員の再質問、３点あったと思います。 

 まず１点目、住民に周知をしているかと、細部が知られていないということで次
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のご質問がございました。 

 実は、広島の災害におきまして、国は各自治体に危険箇所の周知をするように指

示を出しております。それを受けまして、町では危険箇所の住民に改めて周知をす

る予定でございます。また、それ以外の危険箇所というか、それ以外の方々用とい

うことで、自分のところが安全かどうか確認してくださいよというような意味で、

広報紙に掲載する予定でございます。 

 ２点目、防災訓練のシェイクアウト訓練のお話でございます。船橋、千葉、九十

九里、山武でことし実施ということでございまして、防災を考える日、特定の日に

こだわらずに町民全体で防災について考える機会をつくってまいりたいと思います

ので、一つの機会としてシェイクアウト訓練は非常に有効であるというように考え

ております。その場で実施できる訓練でございますので、実施したいと考えており

ます。詳細につきましては、決定次第、広報などでお知らせしたいというように思

っております。 

 次に３点目、避難所の開設訓練でございますけれども、これにつきましては検討

課題として捉えていきたいというように思っています。 

 以上です。 

議長（鎌形寿一君） 

 健康福祉課長、石毛克身君。 

健康福祉課長（石毛克身君） 

 それでは、議員さんから大分幅広く質問がありましたので、わかる範囲でお答え

いたしたいと思います。 

 まず、子ども・子育て会議の会議の内容についてですが、議員さんご指摘のとお

り、今後、ホームページ等で、会議の内容等の掲載を検討したいと考えております。 

 続きまして、ニーズ調査は議員の皆様はもうご覧になって、内容的にご存じだと

思います。認定こども園、それと幼稚園の２年保育、病後児保育等、さまざまなご

意見がありました。これについても今後、子ども・子育て会議の中で、委員の皆様

のご意見等をいただきながら、今後の計画、町の方向性について検討していきたい

と考えております。 

 それと保育料のことがございました。中間層の保育料が高いというご指摘がある

ということでございます。これにつきましても、今後、他の市町村の保育料の状況
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についても東庄町との比較を、この子ども・子育て会議の中で検討してまいりたい

と考えております。 

 続きまして、子育て支援センターの利用状況について、利用の差があるのではな

いかというお話でございました。これについては、確かに施設の場所等の影響もあ

ったと思います。私の方から言えるのは、場所の環境のということでご説明させて

いただきたいと思います。 

 最後に、子ども・子育て支援のＰＲ不足ということで、再三、今までの過去の議

会での質問でもありました。町のＰＲについては、今後、積極的にＰＲの方を進め

ていきたいと考えておりますので、ご理解をいただきたいと思います。よろしくお

願いいたします。 

議長（鎌形寿一君） 

 １３番、山崎ひろみ君。 

１３番（山崎ひろみ君） 

 シェイクアウト訓練については、実施するという方向で答弁いただきましたので、

その日を本当にみんなで、一人一人が防災について考える日にしていくことが大事

だと思いますので、ぜひお願いしたいと思います。 

 ほかの町でやっていることをまねするのではなくて、我が町で独自でやっていけ

たらと思います。 

 災害といっても、先ほどシェイクアウトは地震ですけれども、大雨だったり大風

であったり、自分は、我が家はこのときにどうするか、どこに避難するかというの

は一人一人が違いますので、そのことをやはり家族とともに確認していく日にする

ことが大事だと思いますので、よろしくお願いいたします。 

 各区も自主防災組織ということでありますが、前にも言わせていただきましたが、

各区には女性が役員としてどこも出ておりません。消防団も全員男性であります。

できれば、私は女性防災委員という形で地区に何名か配置というか、任命できれば

いいなと思います。その人たちが何かをするということではなくて、全員が防災の

意識を高めるために、女性が防災にかかわっていくことで防災力が高まるというこ

とも聞いておりますので、ぜひ検討していただきたいと思います。 

 福祉課のほうですけれども、子育て支援センターの現場の運営状況とか利用状況

を担当者が見に行くことも必要かなと思いましたので、改めて先ほど質問させてい
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ただきました。設置してあるから安心なのではなくて、やはり行政の目も届くよう

に、できればその場所が本当に有効利用されているかどうかの確認も必要かと思い

ますので、質問させていただきました。 

 ニーズ調査の中で、意見、提案というところで、岡山県久米郡美咲町では、多く

の子育て支援プランがあり、子育て家庭がふえている。東庄町もそのようになると

すばらしいとありましたので、私も調べてみました。人口１万５，０００人余り、

面積は我が町の５倍という状況です。子育て支援プランは盛りだくさんでした。予

算の関係もありますので、全て見習うというわけにはいかないと思いますが、目を

引いたのが保育料が第二子は５割、第三子以降は無料となる。これは、第一子が１

８歳になるまで対象となります。我が町といえば、三人目は無料としていますが、

これは三人同時に保育園に入れた場合であります。その対象者はめったにいないと

いうのが現状です。 

 そのほかにもう一つ、保育園に通っていない小学校入学前の子供を自宅で養育す

る保護者に、育児支援手当として該当の子供、一人当たり月額１万円を支給し、自

宅での育児を応援するという支援でした。そのほかにもほとんどの子育て支援の施

策がありました。我が町でもインパクトのある支援策も必要ではないかと思います。

昨今の小学校の統廃合に関しても、将来の夢も希望もない説明だとの批判も多く出

ました。子供の数が減るからこうなるというのでは町民の理解が得難いのではない

でしょうか。子育て支援策も、もっと充実させて、子供を増やすことを考えてとの

意見もありました。町長の現在のお立場を駆使して、若い世代が安心して我が町で

子育てしていける魅力ある町づくりに全力で取り組む、今がそのチャンスではあり

ませんか。 

 本日は町長に答弁を要請してありませんので、この場での発言はないと思います

が、来年度の予算に反映することを期待いたします。 

 福祉課のほうで答弁があればよろしくお願いいたします。 

議長（鎌形寿一君） 

 健康福祉課長、石毛克身君。 

健康福祉課長（石毛克身君） 

 それでは、山崎議員さんから子育て支援センターの運営の関係でご指摘がありま

した。 
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 先ほどご指摘がありましたように、やはり担当者がみずから現場の方を見て確認

することは大事だと思いますので、今後、対応していきたいと思っております。 

 続きまして、先ほど岡山県美咲町のお話の中でありました、第三子の保育料の無

料ということで、１８歳までということでございます。東庄町は、先ほど議員さん

がおっしゃいましたように、保育園に同時入所した場合、三人目から無料という町

の制度となっておりますが、これについては、今後、基準の見直しを考えたいと思

っております。 

 それと魅力ある町づくりということで、子育て支援の手当等のお話もございまし

た。町の特徴ある支援策は、子ども・子育て会議等の中で皆さんのご意見をいただ

いて検討してまいりたいと思います。 

 よろしくお願いします。 

議長（鎌形寿一君） 

 以上で、山崎ひろみ君の一般質問を終わります。 

 ここで暫時休憩といたします。再開は午後１時といたします。 

（午前１１時４７分 休憩） 

（午後 １時００分 再開） 

議長（鎌形寿一君） 

 休憩前に引き続き、会議を開きます。 

 一般質問を続けます。 

 １番、林俊之君。 

１番（林 俊之君） 

 １番、林俊之です。町の災害対策について質問いたします。 

 まず、土砂災害時の避難勧告、指示などの体制についてお尋ねいたします。 

 昨年、集中豪雨などにより、土砂災害が各地で発生しています。先ほど岩田町長、

山崎議員からも発言がありましたが、先月に広島市で平成になって土砂災害では最

も多くの犠牲者が出ました。大変残念なことであります。ご冥福をお祈り申し上げ

ますとともに、被災された皆様にお見舞いを申し上げます。 

 改めて自然の恐ろしさを痛感しています。今回のように、想像を超える災害の前

では、私たちの限界、どうすることもできないむなしさを強く感じています。数年

前から雨の降り方が変わってきました。全国各地でゲリラ豪雨、集中豪雨が同じ場
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所で長時間にわたり降り続くようになっております。東庄町でも集中豪雨による災

害の対策を再確認すべき時期だと思います。東庄町の北部は、利根川、黒部川が流

れ、平たんな地となっています。 

 ３．１１東日本大震災の際には、地盤の弱さから被害を受けた地域が多々ありま

した。当時を検証しますと、私のアパートも水道管の損傷による断水、駐車場は液

状化の被害を受けました。近所では屋根瓦の落下や建物の損壊などがありました。

私も翌日から動き出しましたが、近所の皆さんが協力し合いながら作業する姿を今

もよく覚えております。まさにそれは自助であり、共助であります。町も迅速な対

応をしていただきました。私のアパートを含め、近所数軒の水道管の修復には、朝

早くから職員の皆さんに対応をいただき、大変ありがたく感じました。それはまさ

に公助であります。結果的に、震災時の対応が全て満足のいくものではなかったか

もしれません。その点は今後に生かしていくことが大切であり、改善すべき点につ

いては町は対処してくれていることと思います。 

 そして、東庄町の南部ですが、４０メートルから５０メートルぐらいの山といい

ますか、大地が広がっています。そこから平地に入り組みながら、複雑な地形が多

く広がっています。山の高さはありませんが、急傾斜地を多く抱えています。東庄

町の山の上、大地は強固な地盤であります。それは古くからの長い歴史が証明して

います。しかし、そこからの平地は台地とは違います。干潟開拓前は椿の海であっ

たり、利根川のできる前は香取の海だったように、大変入り組んだ地形になってい

ます。よく言えば水に恵まれた土地であり、悪く言えば水害の絶えない土地である

わけです。そこに面する山の斜面に対して警戒を要するのは当然のことであります。

そのような状況から、土砂災害を未然に防ぐ対策を確認することが急務であります。 

 先ほどの山崎議員と重なる部分がありますが、お尋ねいたします。 

 土砂災害による警戒区域の把握状況をお尋ねいたします。また、気象警報や土砂

災害警戒情報など、どの時点で避難指示を出すのか、また伝達方法、誘導方法につ

いてお尋ねいたします。 

 それから災害時に備え、防災訓練、防災知識の伝達方法など、どのように実施し

ているかお尋ねいたします。 

 次に、他の自治体との防災協定の締結の意義についてお尋ねをいたします。 

 東庄町は８月４日に神奈川県大井町と大規模災害時の相互応援協定を締結しまし
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たと新聞各紙で報道され、町長のブログでも紹介されました。また、今月の広報に

も記載されています。 

 町としては、長野県の飯綱町、埼玉県の志木市に続いて３例目になりますが、防

災協定というのはこちらが希望しても相手があるわけで、お互いに納得できる立場、

条件がそろわなくては成立しないはずであります。現在の町長は、立場上、全国の

自治体との交流も多くあるはずで、その中から距離的なもの、また地理的関係を含

めて、締結に至ったのだと思います。我が町が恋をしたのか、大井町が恋をしてく

れたのかは知りませんが、異常気象による大規模災害が危惧される中、両自治体に

とって有意義な締結になるよう進めていただきたいと思います。 

 そこでお尋ねいたします。防災協定締結により、町へどのような効果があるのか

お答えください。 

 また、大井町を含め、他の自治体に支援を行う場合、どのような体制で支援をす

るのかお尋ねいたします。 

 次に、三つの自治体の中で飯綱町とは平成２３年に防災協定が正式に締結されま

した。合併前の旧三水村時代から交流が続いております。本年３月には飯綱町の観

光協会、商工会の皆さんが東庄にお越しになりましたし、毎年、両町の交流が生ま

れております。東庄にないものは飯綱から、飯綱にないものは東庄からと民間交流

か活発になっております。新しいものを取り入れることは、地域活性化の面から見

ても大変よいことであります。そんな中から町にとって大きな収穫になることや、

新たな発見があるかもしれません。ぜひ積極的に取り組んでいただきたいと思いま

す。 

 そこで最後にお尋ねいたします。現在、飯綱町とは自治体、民間の交流が行われ

ておりますが、志木市、大井町とはどのように考えているのかお尋ねをいたします。 

 以上で１回目の質問を終わります。よろしくお願いいたします。 

議長（鎌形寿一君） 

 総務課長、金島正好君。 

総務課長（金島正好君） 

 それでは、林議員の質問にお答えいたします。現在、千葉県により指定されてい

る土砂災害警戒区域は、町内で１６カ所あり、６６世帯が該当しています。 

 次に、避難勧告や避難指示についてでございますが、発令の基準としましては、
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気象庁による土砂災害警戒情報が東庄町に発令された場合や斜面の亀裂、はらみ、

湧水、よう壁等にクラックなどの前兆現象を確認した場合に、気象庁の降雨予想デ

ータなどをもとに総合的に判断し、避難勧告を発令します。さらに人的被害の発生

が予測され、または発生し、住民の生命にさらなる危険が及ぶと認められる場合、

土砂災害が発生したとき、または土砂移動現象を発見したときなどの場合に避難指

示を発令いたします。 

 なお、現時点で避難勧告には至らないが、今後の気象状況が継続すると避難を要

する状況になる可能性がある場合には、避難準備情報として発令いたします。 

 伝達方法につきましては、防災行政無線、登録制の防災メール、エリアメールの

ほか、広報車による呼びかけ、電話連絡などにより伝達いたします。 

 実際の対応といたしましては、台風の場合には進路予報などをもとに早目早目に

避難所を設置し、避難してもらうよう努めます。また、集中豪雨が深夜や未明に発

生した場合で、必ずしも避難所を開設できない場合や、豪雨の中を移動するのが危

険な場合もあります。そのような場合は、山崎議員のご質問でもお答えしましたが、

家の中で安全な場所、２階や山側から離れた部屋に移動してもらうことが必要だと

思います。 

 いずれにしましても、危険が迫ったときに自分の命を自分で守る行動をとってい

ただくことが大事でありますので、広報などを通じて、啓発を実施したいと考えて

おります。 

 次に、防災協定締結の意義ということですが、東日本大震災による被災地の首長

さんのお話を聞く機会がございました。協定を締結した自治体から心温かい支援を

いただき、ありがたかった、復興に向け、力をいただいたということでございまし

た。 

 多くの自治体と協定を締結することは、いざという場合に効果があるものと考え

ております。 

 また、そうした際の支援につきましては、相手方に必要な支援を行うことになり

ますが、給水車の派遣や物資の支援など、相手方の要望に応じて実施いたします。 

 次に、防災協定締結の市町村、志木市、大井町との交流についてでございますが、

去る８月１７日には志木市からバス２台、９４人の皆さんに出羽海部屋合宿や枝豆

収穫体験のツアーにおいでいただきました。 
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 防災協定は、お互いをよく知り、理解しておく必要があり、それが災害支援成功

の一つであると思っております。志木市、大井町とも官民で交流を図っていくこと

が大事であると考えておるところでございます。 

 以上です。 

議長（鎌形寿一君） 

 １番、林俊之君。 

１番（林 俊之君） 

 ありがとうございます。何点か確認を含めて質問させていただきます。 

 気象庁の指示で避難勧告とか、避難指示はもうちょっときつい、拘束力のある措

置だと思うんですが、最近、その警戒情報の発表の仕方が非常に、私自身もちょっ

と気になっているんですけれども、この前の広島の豪雨のときについては、９月４

日、気象庁から記録的な大雨で、３０年に一度の異常気象だったと発表されました。

それからここ一、二年ぐらいの間に、もう皆さん聞きなれた言葉かもしれませんけ

れども、今までに経験のない雨が何々で、直ちに命を守る行動をとってくださいと、

それだけ何十年に１回というのが起きていますということなんでしょうけれども、

この１年半ぐらいの間に、５０年に一度の大雨警報がもう４回出されている。今回

３０年でいうと５回、恐らくその出し方というのは、それはもう本当に変えなくて

はいけない時期にきているのかと思います。 

 それで、先ほどの担当課長の話の中で、避難指示、誘導するときに、避難所が開

設がまだできていないかもしれないという話がありました。それはどういう状況の

ことを示しているのか。 

 それから、先ほど山崎議員の中でもありましたけれども、今、災害が深夜、あと

未明に起きているのが多い。先ほど課長が言われたとおり、避難するのが危ない状

況もある。その場合には自宅で待機して、２階があれば２階、２階がなければしよ

うがないですけれども、それから傾斜地のすぐそばであれば、できるだけ離れたと

ころに場所を移すというか、それはもう自分の家の中では無理なことですから、や

はりこれは近所の中で、みんなである程度、訓練を繰り返しながらやらなくてはい

けないと思うんですけれども、深夜の対策について、もう一度話をいただければと

思います。 

 それから、防災協定の中でいろいろお話をいただきました。課長の話でよくわか
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ったんですが、再確認ですけれども、町長のブログの中にも、この後、お互いに協

定を結びます。その中でいろいろありますけれども、被災者の救助、また応急対策

や復旧に必要な職員の派遣をというふうに書かれていますけれども、これもこの町

からじゃなくて、向こうから要請があったら人員を派遣するのか、その辺について

お答えいただきたいと思います。 

議長（鎌形寿一君） 

 総務課長、金島正好君。 

総務課長（金島正好君） 

 ３点のご質問だと思います。ちょっと漏れましたらご容赦願いたいと思います。 

 まず、１点目の避難所の開設の関係でございますが、避難所を開設していない場

合があって、避難勧告を出す場合もあるかもしれません。それは非常に出しづらい

ですけれども、国の方では避難所を開設しなくても避難勧告を出しなさいという指

示であります。では、どこに逃げるんだということになりますけれども、その場合

には、先ほど申し上げましたけれども、２階に行くとか、傾斜地の反対側の部屋に、

できるだけ反対側の部屋に行く。２階に行くのは垂直避難というような、そういう

呼び方をするんでございますけれども、そういうような場合があるということで、

避難勧告をした場合には、できるだけ早く町としては避難所を設置する必要がある

んですけれども、それが大雨のときに、また夜間すぐには、言葉では開設と言いま

すけれども、実際に無理な場合があります。そういうような想定をして避難所が開

設されていない場合があるということであります。 

 ２点目の深夜の大雨での避難できない対策はというお話でございますが、これも

今の件に関して関係があると思いますけれども、深夜、大雨で非常に見通しも悪い

ときに、避難勧告が出たけれども、住民にしたら避難するんだろうか、避難しない

ほうがいいんだろうかというのは、各個人の判断に委ねるところが非常に大きくな

るというように感じております。もしかしたら垂直避難、遠くへ、避難所に行くよ

り垂直避難のほうが安全だということにもなりかねませんので、その辺も各個人の

確認、自分の置かれた状況を個人個人が認識していただくものと感じているところ

でございます。 

 次、３点目、防災協定の関係でございますが、救助、応急対策、職員の派遣等に

ついてでございますけれども、全然連絡がつかないような状況というのはちょっと、
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そういう異常な状況もあるかしかしませんけれども、そうしたらもういろいろな形

で救助、防災協定にのっとりまして、応援に行くという体制をとりますけれども、

とりあえず連絡して、何が欲しいというような形がございましたら、そのリクエス

トにお応えするというような形をとりたいと。 

 実は、大井町は茂木町と防災協定を結んだと。東庄町より早く結んだということ

でございます。その結んですぐぐらいに、茂木町が竜巻の被害に遭って、屋根瓦が

相当飛んでしまったということでございまして、茂木町から大井町には、ブルーシ

ートが近所のどの商店に行ってもなくなってしまったので、大井町からブルーシー

トをいただきたいというようなお話があって、大井町の周りにはそういう被害がな

いのでブルーシートがいっぱい商店に在庫としてあって、それを茂木町さんに持っ

ていったというふうな経緯がございます。なので、そういうような形の、何が欲し

いというようなことをお互いによく連絡をとり合いまして、応援に備えたいという

ように思っています。 

 以上です。 

議長（鎌形寿一君） 

 １番、林俊之君。 

１番（林 俊之君） 

 避難所の開設については、できるだけ早目に対応していただいて、よろしくお願

いしたいと思います。 

 私のほうは意見と要望を２点、申し上げさせていただきたいと思います。 

 まず１点目が、先ほど山崎議員の中でもありましたけれども、シェイクアウトを

含めて、防災の訓練を何回も何回も行う、そして危険な場所についてはできるだけ

把握をきちんとして、繰り返し訓練を行うということは、やはりそれだけ対応力が

ついてきますので、出席できなくてもその話を聞く、それで出たときにはちゃんと

やる、それを繰り返していけば、本当に自然と対応力がついてくると思います。そ

れが実際に生きてくるはずなので、ぜひこれからもよろしくお願いしたいと思いま

す。 

 それからもう一つは、やはり防災知識の伝達という点が非常に私は今回、大切な

ことではないのかなと思っております。一つ、千葉日報か読売のコラムなんですけ

れども、８月末に被害の遭った広島市安佐南区の八木地区、あそこに昔から大蛇伝
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説、大きい蛇の伝説があったそうです。全国各地で大蛇の伝説があるというのは、

鉄砲水のことを昔から言うということで、土砂災害が過去にあそこに起きたと。向

こうでは蛇王池の碑というのがそこにやはり立っていたらしいんです。９月初めに

広島市のほうに電話させてもらって、忙しいところ大変だったんですが、今は確認

できない状態。ですから、土砂が埋もれたような状態で、やはりそういうふうに昔

からの人たちの言い伝えというのは、そういうものは非常に大切なことではないの

かなと思います。 

 特に東庄町は、大変歴史のある古い町ですから、昔からこういう言い伝えがある

とか、そういうのちゃんと聞いて、できるだけ生かしていく。そして、今後の防災

のために何とか使えればなと思っております。これからもよろしくお願いしたいと

思います。 

 それから、今回の防災協定のほうでは町長ご苦労いただいたというふうに聞いて

おります。今、３カ所と伺っておりますが、今後のこともあるでしょうし、また、

今後の交流が進んでいけば一番いいのかなと思いますので、最後に町長からご意見

を聞かせていただいて、質問を終了したいと思います。よろしくお願いします。 

議長（鎌形寿一君） 

 町長、岩田利雄君。 

町長（岩田利雄君） 

 先ほど来、災害協定という、防災協定を結ぶために話し合いました。実は、先ほ

ども課長のほうから答弁がありましたように、大井町と栃木県茂木町がこの協定を

結んでおりました。結んだ途端に大風が吹いて、竜巻が起き、屋根瓦が飛び、また

大きな被害を出したわけでありました。そのときはやはり災害の起きる形が違うも

のですから、風による災害が非常に多い場所と、あまりそういうことが起きない場

所ということがあります。そういうことも含めて、協定を結んだときの話を私は一

緒に聞いておりました。できることなら、そういうような、県内ではほとんど手を

結んでおりますから、県外で、それも距離数で１５０キロ、少なくとも２００キロ

以内で、車に燃料を満タンにすれば往復できる距離が一番いいだろう、そう思って

おりました。そうしたら、大井町のほうから、先日一緒にいたものですから、茂木

町と協定を結んでいるんだけれども、千葉とやらないかということの話で、実際に

はそういうことは既にうちのほうもやっているけれども、結ぼうかということであ
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ります。この結びつきというのが、これもちょっとしたつながりがありまして、あ

えてその町に申し込みをしたり、町の議会がかかわったりということではなくて、

お互いに助け合いましょうという一番身近な組み方であります。お互いのことをい

ろいろ知るということが、まず第一でありますから、その結んだ後に、町民が行っ

たり来たり、そしてまた町のことを良く知るということで、機会があったときには

何か用事があればちょっと寄ってみたりという、そのくらいの中でのつき合いがス

タートいたします。三水村の場合と全く違っておりまして、交流を結んだ後に災害

協定を結んだわけでありますが、実際にはまた飯綱町のほうから、飯綱は牟礼村と

三水村が合併してできた町であります。どちらの方が志木市とつき合いがあるのか

よくわからないんですが、志木市とそういう形でやっていると。千葉県にはそうい

う、災害の協定を結んでいないところとして、長い間おつき合いをしていたという

ことで、飯綱町長の方からそういう話を聞きまして、じゃあ飯綱町長のほうから志

木市のほうに案内をしていただいて、この町もできればいかがですかということで、

距離的に長野県の飯綱町までは１日６時間も走らなければならない距離であります

から、そして２時間半も走れば十分行けるという距離間の中で中間的にありますの

で、では県外の埼玉・長野でつながればいいなと、このような形で結んだわけであ

ります。それも全部承知の中で、大井町がうちの町ともということでありましたの

で、大井町というのは、海老名のサービスエリアから走って約３０分足らずで着き

ます。ですから、交通の要所の中でも直線になるかという、距離も１５０キロとい

うことでありますから、お互いに距離間もそんなにないので、では協定を結びまし

ょうということに相成ったわけです。そういうふうな関係の中で結ばれたわけであ

りますけれども、お互いに災害に対する知識は十分持って、そして相手のことをい

つでも気にとめているということがまず最良ではないのかなと思います。 

 ですから、長野県で、今、こういう状況である、埼玉県はどうなのかということ

が、他人事ではなくて、そういう協定を結んで心配だなという思いを持って、考え

てあげられることがこの協定の意義ではないのかなと私は思っています。いざとい

うときには、できることというのはもう限られております。ですから、物的なもの

もあります。とりあえず何が必要かというのは、相手から出てくるようにしてあり

ます。こちらからただ押しかけるやり方ではなくて、それで一番身近な人たちもい

るわけですから、そういうようなものがあればいいなと、このように思っておりま
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す。 

 もっと関係を結べば、郡上のかつての大和町もそうなんでありますが、交流の仕

方の中では、地縁というのがございます。要するに先祖がお互いにそういう、地縁

性の中にあったということの交流の仕方があります。ですけれども、いかんせん、

丸一日車で走って行かないと着かないというような場所であります。余りにも距離

間があり過ぎる。しかしながら、かつての昔の人は二国一城という考え方をしまし

た。二国一城というのは、例えば千葉県で飢饉が起こっている。岐阜県では同じこ

とが起きていないだろうと。要するに、天災が起きても何をしても、片方でそうい

うことがあれば、片方が元気にしているかというふうな形で、あえて距離間を置い

て、いざ困ったときには自分たちが手を差し伸べるというような関係を結んでいた

のが、かつての二国一城という考え方でありました。 

 私は今の時代、同じような形のものが構築できるだろうと、そういうふうに考え

ています。そういうことで、これからも、まず結んだ後にはお互いの町民が行った

り来たりができて、また、お互いに存在価値として意識が高まってもらえれば、交

流もいろいろな形で始まるんだろうと、このように思っております。あとは住民の

方たちにそういうことがスタートしたということをご理解いただいて、これからも

またいい意味で人と町との交流がいい形でマッチするよう、ぜひとも今度はお互い

に協力し合っていきたいなと、そういうことでよろしくお願いを申し上げて、ご報

告いたします。 

 議長（鎌形寿一君） 

 以上で林俊之君の一般質問を終わります。 

 次に、８番、高木武男君。 

８番（高木武男君） 

 ８番、高木です。今後の町政について質問させていただきます。 

 質問要旨として、東庄町の将来について。町長は現在、千葉県町村会長、そして

全国町村会副会長という要職に就かれており、大変お忙しいことと存じますが、本

町のことを忘れてもらっては困ります。６期目の出馬に当たり、東庄町の将来につ

いて決意のほどを語ってください。百考は一行にしかずという言葉があります。夢

物語ではなく、本当に実行できることをお願いいたします。多くの町民は、町長の

リーダーシップに期待しています。東庄町の将来について、熱く語ってください。 
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 それでは、（１）教育について。町長は、教育の重要性について常々話されます。

私もこの町にとって非常に重要な政策課題であると存じます。児童の数の大幅な減

少により、小学校の統合問題が２年ほど前より教育委員会によって検討され、先月、

小学校の統合に関する教育委員会の考える統合案が示されました。教育諸課題検討

委員会の立ち上げや各学区ごとに意見を聞く会を開催するなどして、いろいろな人

の意見を聞かれたと思います。私もその場に居合わせた一人として感じたままを申

し上げます。 

 統合に反対する方も数名おりましたが、大多数の人は統合のメリットに期待して、

統合するほうがよいと思っていたのではないでしょうか。教育委員会の統合案によ

ると、場所は笹川小学校の位置で、校舎はそのまま利用し、ただ校名は、東庄町立

東庄小学校ということです。一番経済的で安上がりの方法で笹川小学校に決まった

ことについて、先月２３日の教育委員会の説明会では、多くの人々の落胆した意見

が述べられておりました。マッチ箱のような校舎と校名の示すように、今までどお

りの教育が行われるのかと思うと、非常に残念であり、悲しくなります。 

 例えば、軽井沢に別荘のような校舎なんていう発想はないんでしょうか。世界に

羽ばたく人材を育てたいという、町長は教育に関して特段の思いがあろうかと存じ

ます。小学校の統合問題や本町の教育のあり方についてお聞かせください。 

 （２）医療について。東庄町は、医療については非常に恵まれていると思います。

東庄病院があり、香取市と運営する小見川総合病院があります。また、旭中央病院

と連携を強めているようです。小見川総合病院の建てかえの話が進んでいると聞い

ておりますが、本町としては積極的に参加しているんでしょうか。旧小見川町、山

田町との合併ができなかったこともあり、心配です。小見川総合病院を今後どのよ

うに考えているのかお伺いいたします。 

 （３）男女共同参画について。本町の人口の５０％は女性です。町の委員会や審

議会等における女性の登用率は１５％以下と聞いております。これでは男尊女卑と

思われても仕方がありません。今後５年間で５０％ぐらいまでの引き上げをすべき

と考えます。今、安倍内閣では、成長戦略の一つとして、この男女共同参画の推進

に積極的に取り組んでいるようです。人口減少に端を発して、少子高齢化、小学校

統合問題、医療、年金、先行きが不安などなど、いろいろな問題が山積しておりま

す。今こそ女性目線でいろいろと考えてみると、新しい展開があるかもしれません。
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早急に検討をお願いいたします。 

 私は、昨年のこの９月議会で男女共同参画の条例の制定を求めたところ、内部で

十分検討するという答弁をいただきました。が、現在、どのような状況になってい

るんでしょうか。お伺いいたします。 

 以上で１回目の質問を終わります。 

議長（鎌形寿一君） 

 教育長、小澤茂君。 

教育長（小澤 茂君） 

 それでは、高木議員のご質問にお答えいたします。 

 ご質問要旨の１点目、教育についての小学校統廃合と今後の教育のあり方につい

てでございます。 

 先日、議会全員協議会と住民説明会でご説明させていただきましたが、東庄町の

児童数の減少によって、現在の小学校は笹川小学校を除き、四つの学校で全学年が

１学級となっており、中には男女の構成が著しく偏った学級があります。さらに神

代小学校では複式学級化が懸念されることや、東庄町の人口減少に伴い、今後、児

童数の減少がさらに進展していくといった差し迫った問題がございます。町教育委

員会では、東庄町教育行政諸課題検討委員会からの答申や意見を聞く会などで住民

の皆様からいただいた統合小学校が町の中央に位置し、あるいは小中学校一貫教育

の実施をといった意見等を踏まえ、昨年１２月から検討を開始いたしました。 

 検討に当たっては、全ては児童の教育のためという観点から、今度の児童数の推

計等の資料をもとに、先ほど申し上げました現実にある、また差し迫っている諸問

題について、それらの早期解消を図ることを最優先課題といたしました。あわせて

諸課題検討委員会の答申等を尊重しつつ、東庄中学校敷地への移転や小中一貫教育

等の実施の可能性についての検討、さらに町の厳しい財政状況の中で、できるだけ

後年度に過大な負担を残さないといったことなどを加味し、諸条件を照らし合わせ

ながら協議を行いました。 

 その中で、小中一貫教育・小中連携教育については、今後、ある程度時間をかけ、

将来的課題として腰を据えて研究・検討したほうがよいという判断に至りました。

また、東庄中学校の敷地にまとめるには、大分先でないと困難であり、差し迫った

問題に対処できないことがわかりました。したがって、協議の内容については、児
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童数が今後さらに減少し、複式学級の発生も見込まれるといったことから、子ども

たちのこれからの教育を考え、できるだけ早い時期に１校に統合する。統合に当た

っては、既存の施設を最大限に活用し、さまざまな観点から全ての条件を満たす場

所を、といったことが中心になりました。 

 その結果、名称については「東庄町立東庄小学校」統合の時期については平成３

２年度を目途として、統合の位置については現在の笹川小学校のある位置、校章・

校歌・校旗等については新たに作成を、通学方法については、徒歩及びスクールバ

スによるものという、極めて現実的な案を示させていただいたところでございます。 

 また、今後の東庄町の教育のあり方ですが、先ほど申し上げましたように、小中

一貫教育や小中連携教育等については、国において教育再生実行会議の第五次提言

等も出されております。今後の国の教育施策の動向を見ながら、小学校統合の作業

と同時並行しつつ、将来的課題として今後、研究・検討を行うことといたしました。 

 どうぞご理解賜りますよう、お願いいたします。 

 以上です。 

議長（鎌形寿一君） 

 健康福祉課長、石毛克身君。 

健康福祉課長（石毛克身君） 

 続いて、質問要旨２点目の医療についてお答えいたします。 

 質問のありました小見川総合病院の建て替えにつきましては、本来ならば香取市

東庄町病院組合議会で質問していただく内容ですが、本年６月に設置された国保小

見川総合病院建て替え整備検討委員会に健康福祉課長も委員として出席しておりま

すので、私の立場から現在の状況をご説明申し上げます。 

 まず、委員会の委員の構成は、医療関係者６名、住民からの一般公募で佐原地区

と小見川地区から各１名、組合長が必要と認めた者として、東庄町と山田地区から

各１名、行政機関と小見川総合病院から６名の計１６名となっております。東庄町

からは、町で推薦した東庄町区長会長の吉田武夫さんと、行政機関の代表として健

康福祉課長が委員となっています。第１回の委員会は、７月２３日に開催されまし

た。内容は、委員会の今後の進め方、病院の現状についてなどでございました。今

後の予定としましては、来年１月までに４回の委員会を開催し、今年度内に基本構

想及び基本計画の策定を予定しております。 
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 なお、１１月に開催予定の病院組合議会で委員会の中間報告があると聞いており

ますので、本議会においての町の考えをお答えするのは控えさせていただきたいと

思います。 

 以上で答弁を終わります。 

議長（鎌形寿一君） 

 総務課長、金島正好君。 

総務課長（金島正好君） 

 それでは、男女共同参画についてご答弁申し上げます。 

 町では、この４月から男女共同参画担当係長を設置いたしまして、男女共同参画

の推進に取り組んでいるところでございます。男女がともにその能力や個性を十分

発揮できる環境づくりは、地域の元気、活性化につながるものと考えますので、女

性の登用や社会参加の促進に鋭意取り組んでまいりたいと考えております。 

 以上です。 

議長（鎌形寿一君） 

 ８番、高木武男君。 

８番（高木武男君） 

 ただいま私、１回目の質問をさせていただきましたが、私の質問のポイントを何

かつかんでいないと思うんです。教育委員会もそうです。健康福祉課もそうです。

今、総務課、答弁いただきましたが、私が言っていることに答えておりません。で

すから、もう一回質問させていただきます。 

 教育委員会においては、教育諸課題検討委員会並びに意見を聞く会で得られた意

見を中心に検討されたと聞いておりますが、なぜ途中から反対方向に向かったので

しょうか。お伺いいたします。 

 民主的な物事の進め方とか、民主主義等について、子供たちに教える立場の教育

委員会としては、今回の小学校の統合問題の進め方について、どのように思ってい

るんでしょうか。また、教育委員会では、民主主義についてどのような認識をお持

ちなんでしょうか。伺います。 

 これは本当に一番大事なことだと思います。子供たちの教育がかかっているわけ

ですから。しっかりと答えてください。 

 それから、２番目の病院問題です。小見川総合病院の今後についてお聞きしたと
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ころ、お答えすることができないということですが、町民はこの問題について、本

当に心配しております。小見川総合病院の建てかえに積極的に参加しているように

感じられません。こんな重要な問題について、お答えできませんということは、病

院組合からの離脱もあると思ってしまいます。再度、お伺いいたします。小見川総

合病院の今後についてお答えいただきたいと思います。よろしく。 

 それから、３番目の男女共同参画についてですが、これも残念ながら、私の言っ

ていることに対して全然答えておりません。残念です。去年の９月議会に私はこの

場で、男女共同参画条例の制定について質問したんです。そうしたら、その当時の

課長さん、内部で十分検討されますということを言ったんです。そのことを聞いて

いるのに、全然答えておりません。何でなんでしょうか。議事録を見ていただけれ

ばちゃんと書いてあることですので、この男女共同参画条例について、どうなんで

しょう、やる気があるんでしょうか、ないんでしょうか。その辺のことをぜひ述べ

てもらいたいと思います。私は去年からもう１年たっている。それでことしの４月

から、その共同参画の部署を設けたということなんですけれども、これは十分検討

するということなので、その辺はもうはっきり１年以内にやりますとか、そういう

答えを私は聞いているんです。ぜひ答えていただきたいと思います。 

 今、国でも安倍政権が女性の大臣の活用についても、５人の大臣の活用を聞いて

いる。一生懸命やっているわけです。ぜひこの男女共同参画条例について、もっと

積極的にやってほしいと思います。 

 以上です。 

議長（鎌形寿一君） 

 教育課長、林敏行君。 

教育課長（林 敏行君） 

 ただいま議員の２回目のご質問にありました。答えになっていないということで

ございますけれども、まず、諸課題検討委員会のことは、議員は意見を聞く会での

ご意見を踏まえてということについて、反対側に向かっているんじゃないかという

ようなお尋ねでございますけれども、教育委員会としてはそうは考えておりません。

先ほど教育長から申し上げましたように、例えば小中一貫教育、小中連携教育につ

きましては、今後、ある程度、時間をかけて研究、検討を行っていきたいというこ

とと、東庄中学校の敷地にまとめるということにつきましては、やはり状況を考え
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ますと、やや少し先になってしまうということで、現実的な問題に対処できないと

いうことを申し上げているわけでございます。いろいろと皆さんそれぞれに夢はお

持ちだと思うんですが、夢もいきなり、すぐには実現はできません。やはり一歩一

歩着実に現実を踏まえて進めてまいらねばならないところと考えております。 

 また、三つ目の民主主義についての考えでございますけれども、これは当然、民

主主義の世の中でございます。多くの意見は尊重し、参考にさせていただきながら、

教育行政を進めてまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

議長（鎌形寿一君） 

 健康福祉課、石毛克身君。 

健康福祉課長（石毛克身君） 

 先ほどの答弁につきまして、再度答弁させていただきます。 

 小見川総合病院の建て替えにつきましては、先ほども申しましたように、病院組

合議会でご議論させていただく内容だと考えております。あえてこの場での答弁を

控えさせていただきましたので、ご了解いただきたいと思います。 

議長（鎌形寿一君） 

 総務課長、金島正好君。 

総務課長（金島正好君） 

 町では、今まで担当係長を設置しておりませんでしたけれども、４月から担当係

長を設置しました。このこと自体が進歩というふうに考えていただきたいと思いま

す。このことが町の姿勢ということでご理解いただきたいということでございます。

男女共同参画計画というような、条例の前につくるような形のものもございまして、

鋭意検討する所存でございます。ご理解いただきたいと思います。 

議長（鎌形寿一君） 

 ８番、高木武男君。 

８番（高木武男君） 

 何かちょっと私の質問に対して、みんなピントが外れているなと思っております。

２回の質問しかできないということで、これはやむを得ないのかなと思っています

けれども、でも、男女共同参画については、ただ担当係をつくったからいいという

問題ではなくて、ぜひ推進していただきたいと思います。それだけ要望しておきま
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す。 

 それから、最後に、町長に対して、私は質問をぶつけたと思うんですけれども、

小学校の統合問題や本町の教育のあり方等についてお聞かせください。 

議長（鎌形寿一君） 

 町長、岩田利雄君。 

町長（岩田利雄君） 

 学校の統廃合でございますけれども、やはり住民の、町民の皆さん方の声を聞く

ということで、教育委員会が説明をして、ご意見を聞いたと、このように理解して

おります。私は子供を育てるときに一番大事なことは、そこに住む大人たちの理解

力なのであります。大人の人たちがそれを理解して、応援してあげない限り、立派

な教育は、私はできないと考えております。学校と家庭だけで、よく教育をすると

いうことを言われますけれども、一番大事なことは地域社会であります。その中で

子供は育んでもらいたいですから、それをまさしく理解してあげること。 

 私は今までのこの町の経緯を申し上げます。旧庁舎は昭和４０年に建設をされ、

計画して１０年かかりました。中学校の統廃合は４０年にスタートして、建設が終

了したのは４９年でありました。１０年余りかけて一つの役所をつくり、学校をつ

くってきた経緯があります。それは、今、議員のおっしゃられるように、そこに住

む方たちのいろいろな意見を集約していくとそこにたどり着くわけでありますけれ

ども、それでも賛成、反対はあったと、このように聞いております。場所を一つつ

くるのにどこがいいか、結果、中学校は町の真ん中につくればいいという結果にな

ったと思います。その真ん中が町にとって中心ということであれば、全て真ん中が

いいのかということに相成ります。ある金融機関の職員に聞きました。私どもの営

業する支店をつくる場合は、そこが一番効率よくて、仕事上に便利なところにつく

るというようなことでありました。もし中心に支店をつくったら、全ての機能を倍

以上駆使しないと、この町の状況把握はできないだろうというようなことを言われ

ました。それを考えると、そこに住む方たちがいかにしてこの子供たちが今よりも

いい教育を受けて、友達もたくさんできて、そして周りの応援を受けて、伸び伸び

とその小学校の時代を送れるかどうかというのがかかっているんです。これを一番

理解してあげるのは、そこに住む人から、親から、おじいさん、おばあさんから、

そして通わせている子供を持つ父兄の皆様方の応援であります。また、本当にその
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小学校、中学校、各学校を卒業した人たちは、今もこの学校に対しての愛着を非常

に持っています。ですから、それを一緒にして、これからの子供たちにかけてあげ

るべきだと私は思います。それに執着すると、どんなにいい話をしていても、一つ

にまとめ切ることができない、このように思っています。議員各位にもお願い申し

上げたいと思います。いい子供たちを、東庄町のこれから、未来をつくる子供たち

を、議会も、地域住民、町民もみんなで支えていただいて、一本化して、より早く

これをまとめていっていただければありがたい、このように考えているところであ

ります。以上であります。 

議長（鎌形寿一君） 

 以上で、高木武男君の一般質問を終わります。 

 次に、１０番、鈴木正昭君。 

１０番（鈴木正昭君） 

 １０番、鈴木です。昨今、元総務省、増田寛也氏の論文により、衰退する地方自

治体がこれになります。千葉日報によると、千葉県でも県央道の場合はブラックゾ

ーンと言っています。町立は自治体ですから、町立はないにしても、広域に耐え得

る財政力が乏しい自治体は、自助、共助、公助といえ、どうやりくりしても行政サ

ービスに限界があり、衰退してもいたしかたないと思います。 

 本町でも数年のうちに給食センターの建設や廃校による小学校の借り手が見込ま

れると思うので、次の事項について質問したいと思います。 

 財政について。質問要旨、今後１０年間の年度ごとの財政推計、現状と予測につ

いて伺いたいと思います。 

 歳入合計（町税、地方譲与税交付金・町債・繰入金・その他）、歳出合計（人件

費・扶助費・公債費・物件費・補助費・普通建設事業債、その他）、歳入差引額、

基金取崩額、借入金額、収支、歳入合計等、歳出合計プラス基金取崩・借入額。な

お、基金残高合計、財政調整基金、減済基金、その他、特定目的基金、定額運用基

金等、各項目は１００万単位化を限定して回答いただきたいと思います。 

 次に、質問２になりますが、我が国は高齢化に向かい、医療費の増大は想像をは

るかに超えるところであります。本町国民健康保険手続年間被険者１人当たり年間

医療費の推移は２０年度２０万７，５２８円。２３年度は２５万３，６０１円。年

ごとに増大してきているところであります。 
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 そこで特定健康診査、特定保健指導は平成２０年４月から義務づけられ、個別契

約の委託で無料実施され、第一期計画が２５年３月で終わりました。第二期計画が

スタートされ、安心して暮らせる我が町として、疾病の予防と医療の充実で健康長

寿を目指しているところですが、厚労省では、メタボリック症候群や予備軍と判定

され、保健指導を受けた人たちで問診・面接を受け、運動や食事を見直した、男性

で２割、３割、女性で３割、４割、１年後に予備軍未満に数値が大幅に改善したと

公表しています。 

 特定健康診査、メタボ検診について、対象者数、受診者数、要指導者数について、

５年（２２年から２６年）の推移、成果を伺います。 

 続いて、二つ目、要治療者の心臓、肝臓、腎臓、前立腺の推移（人数と割合）を

伺いたいと思います。 

 以上で１回目の質問を終わります。２回目からは自席で質問させていただきます。

よろしくお願いします。 

議長（鎌形寿一君） 

 総務課長、金島正好君。 

総務課長（金島正好君） 

 鈴木議員の質問、１項目めの財政についてお答えいたします。 

 今後１０年間の財政推計、現状と予測についてということでございますが、今後

の財政推計は現在のところ作成しておりません。不透明な経済情勢や変革する社会

情勢のもと、歳入面では税制改革や地方財政計画、歳出面では特別会計、組合への

繰出金といった、外的不確定の要因がございます。 

 なお、決算状況の推移について、過去の経緯から大規模な普通建設事業や大震災

による災害復旧といった要素を除外して判断すると、今後の財政推計としては、財

政規模は若干縮小していきますが、財政運営は健全な状態を維持していくものと考

えておるところでございます。 

 近年の財政状況を見ますと、人件費の削減、起債の新規借入を抑制し、財政調整

基金に積み増しを行っております。今後についても、臨時的な財政需要に対応でき

るよう、住民福祉の増進を図りながら、経費節減を継続した行財政運営を行ってま

いりたいと思っております。 

 以上です。 
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議長（鎌形寿一君） 

 町民課長、多部田秀也君。 

町民課長（多部田秀也君） 

 続きまして、質問事項の２番、特定健康診査についてお答えいたします。 

 最初に５年間の対象者等の推移と成果ということでございますが、平成２１年度

の対象者は４，０９８人、受診者は２，０５５人、受診率は５０．１％でございま

した。５年後の平成２５年度には、対象者３，８６６人、受診者が１，９０７人、

受診率は４９．１％となっております。成果といたしまして、町で行う特定保健指

導、これの対象者が減少したことが上げられます。平成２１年度が３５１人だった

ものが、平成２５年度には３２２人まで減少しております。この対象者のうち、実

際に指導を受けた利用者、こちらは平成２１年度に５４人でございました。それが

平成２５年度には１４４人と大きく伸びております。 

 また、相談率につきましても、平成２１年度に１５．４％だったものが平成２５

年度には４３．８％まで比率を高めることができております。特定保健指導の対象

者が減少するとともに、対象になった方がきちんと指導を受けることで、さらに減

少するという傾向、よい循環が見られます。これは住民の皆さんがご自身の健康に

関心を持ち、健康に対する意識の高まりを表していると言えます。 

 生活習慣に気をつけることで、長期的には医療費の抑制、医療費の適正化に結び

つくものと考えております。 

 町民の皆様が健康管理に関心を持ち、健康に暮らせるよう、今後も特定健診など

を通じまして、意識の向上を目指し、事業展開に努めたいと考えております。 

 次に、質問要旨２番の要治療者数の心臓、肝臓、腎臓、前立腺の推移ということ

でございますが、特定健康診査は、メタボリックシンドローム予防の目的がござい

ます。検査もそれに見合った検査でございます。そのようなことで心臓病等の疾患

を発見、あるいは特定する検査ではございません。よって、直接的な数値は、こち

らの方では把握しておりません。ただ、検査の過程で血圧であるとか、脂質代謝な

ど、９項目の検査が出ております。その数値というものをこちらで把握しておりま

して、その結果に基づきまして、基準値の範囲外の数値が出た方、こちらに関して

は、医療機関で受診するよう、勧奨を勧めているところでございます。 

 以上です。 
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議長（鎌形寿一君） 

 １０番、鈴木正昭君。 

１０番（鈴木正昭君） 

 それでは、２回目の質問をさせていただきます。 

 全く財政については推計を押さえていないという答弁でございました。しかしな

がら、財政の裏づけなくして計画は立てられないと私はかように存じております。

そういうことですので、今後についての住民福祉のためとは言いながら、経費節減

を継続した財政をする、一般の家庭でも家族計画を立てるのは当たり前ですよね。

そこで１０年後の計画が無理というんなら、既に２６年度から２８年度ぐらいまで

の短期プランでも、このアクションプランでももう既に数字が出ていると思うんで

すよ。そういうことで、１０年間の計画ができないならば、５年間単位で具体的な

その見通し、ぜひこれを今言ったような数値でぜひ出してください。 

 何のために、場当たり的な存在で、これは財政運営をやっているんですか。それ

では決算が終わって、６月になってまた補正予算、補正予算、こんなことを繰り返

してやっている。確かな計画を立てて、見通しを立てて、それにのっとって、もち

ろん平素の努力ですよ。そうしたらその時点で超過分のものを調節して計画を立て

ていく。これが筋じゃないですか。ただ場当たり的な、ふだん大福帳的にやってい

るような、いい加減のようなぞんざいな計画を立てられてるんじゃ、町民として納

得できませんよ、推計なくして運営なし。どうですか。せっかく町長がいるから、

見解をぜひ伺いたいですね。 

 特に５年間の財政推計と学校の立地の問題、あるいは給食センターの問題もあろ

うと思うので、普通建設事業費なども借りている、学校給食センター、特に国から

の学校等文教施設補助金、統合による小学校の義務教育施設整備事業費の補助金、

あるいは地方債を手当するのか、財政調整基金を取り崩して手当するのか。いいで

すか、進捗を把握しないで何もしないで財政調整基金を積み立てるほうが、一生懸

命やっていて余剰分を財政調整基金に積み立てる。こういうのもあるんですよ。だ

から、そういうところをしっかり計画も、つまり場当たり的にわかりません、わか

りませんで、これでもって一般住民は納得しますか。ガラス張りの行政、財源や施

策まで見える、いかに見える化、これを見て、納得するんですよ。そんな事業のス

クラップ・アンド・ビルドをどのように具体化していくのかも踏まえて施策や事務
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事業の精査を行うのでなければ、実行責任を果たしうることにならない。しっかり

対処していけばいい。その辺のところ、財政について質問します。 

 それから、厚労省は来年３月までに医療費削減効果についての調査結果をまとめ

るということでした。それでまとめて今のところわかっているのは、国民健康保険

者１人当たり、年間医療費の数字が、２０年度が２０万７，５２８円、２１年度が

２２万５，６６６円、２２年度が２３万３，５３１円、２３年度は２５万３，６０

１円、これは確実に増大しているんですよ。もちろん、特定健診をやって、特定を

やっている人たちは幾らかずつでも減少しています。だけれども、必ず特定健診を

やると、３割負担は町ですよ。年齢別状況、２３年度の受診率、４７．９％、４０

歳から５０歳、４２．４％、５５歳から７５歳、５５．６％、受診者数、対象者の

約半数で、実施が少ないのは健康保険の絡みか、これはなぜか。目標値の設定が低

過ぎではないのかどうか。 

 それから２番目に、保健指導受診状況、２３年度の受診率、２０．４％が何でこ

んなに低いのか。２３年度、算定メタボ予備軍数１，５５２人、３０．４５％。毎

年、受診者数が３分の１、受診者数がですよ。メタボ検診は本町独自に検診を追加

して、回数をふやすのが可能かどうか。今、構造改革特区を申請する、だから、う

ちの町もどうせやるなら改革プランに修正したらどうですか。 

 それから、診査は委託した集団検診以外に該当しないのかどうか。これらをもう

少し柔軟な対応で、それこそ特区を活用してやれるような方策をとってやればと思

います。 

 ということで２回目の質問を終わらせていただきます。ちょっと２回目の質問で

声が大きくなりましたけれども。 

議長（鎌形寿一君） 

 総務課長、金島正好君。 

総務課長（金島正好君） 

 何点かご質問ございました。漏れておりましたら大変失礼ということで、ご勘弁

願いたいと思います。 

 ２６から２８年ぐらいの短期プランでもできないかということでございますが、

現在、計画行政についてということで、総合計画の実施計画を皆様にお配りしてい

るところでございますが、そういうものにのっとりまして、３年間の計画を立てて
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いるところでございまして、今のところ、短期の推計ということを出しておりませ

ん。 

 あと、場当たり的にやっているということではございません。努力してやってい

るものでございます。 

 あと、６月補正、あるいは９月補正で補正ばかりしているということでございま

すけれども、補正につきましては、内部でよく検討しまして、これについては必要

でございますので、皆様方にご提案する次第でございまして、住民に関係するよう

な補正もございますので、その辺はご理解いただきたいと思います。 

 また、町民として、住民として財政について納得できないというようなお話でご

ざいますが、今までの決算の状況をわかりやすく説明しまして、健全な状況である

ということを住民にご理解いただくよう、努めてまいりたいと思っております。 

 あと、小学校の整備についてのお金の問題がございましたけれども、まだ統合問

題も始まったばかりということで、今、いろいろと議論しているところでございま

して、計画につきましての規模とか金額とか、全然未知数でございますので、その

辺の答弁は控えさせていただきたいと思います。 

 以上でございます。 

議長（鎌形寿一君） 

 町民課長、多部田秀也君。 

町民課長（多部田秀也君） 

 それでは、再質問のほうですが、５点ほどあったかなというふうに見ております。

大きく分けますと、対象者、受診者の減少の問題、あとその率の問題、これが一つ。

それとあと個別受診ですか、独自の施策の関係。それとあと集団検診以外にはだめ

かという、そのような項目ではなかったかと思います。順次答えさせていただきま

す。 

 答える前ですが、前提で申し上げますと、千葉県の普及でいいますと、東庄町の

特定健康診査、この受診率は県下で１位でございます。２位と大きく開きがござい

ます。そういった統計があるということをご承知いただきたいと思います。 

 先ほどの答えですけれども、特定健康診査の対象者、そして、健康指導、これが

減少している、あるいは率が低い、そういったご指摘でございますが、国民健康保

険の被保険者数が、それ自体が現在減少しております。減少の一因としては、その
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ような要因も十分考えられるところでございます。 

 これについては、先ほど鈴木議員もおっしゃっておられましたので、町の方とし

ても同じ考えを持っております。 

 また、指導対象者の減少というのは、保健指導や各個人が自分の健康管理を行い

まして、良好な状態の方が増えつつあるという見方もできるところでございます。 

 指導の実施率が低いということでございますが、先ほども申し上げましたけれど

も、平成２１年度に指導対象者が３５１人、指導がございました。そのうち指導を

受けたのが５４人。これが平成２５年度には、指導対象者が２１０人に減少してお

ります。指導を受けた方が１４１人。５４から１４１まで増加をしております。特

定健診、健康指導、それぞれの効果があらわれつつあるのではないかというふうに

見ております。ただ、いずれにしましても、ご本人の健康に対する意識、これが大

きく影響するものと感じております。 

 次に、個別健診の追加をしてはどうかというご質問だったと思います。 

 これにつきましては、先ほど冒頭でも申し上げましたが、東庄町は千葉県下でも

１位の受診率、だからといって、町の方としてもこれに満足しているわけではござ

いません。今まで以上の受診率向上を目指しまして、今年度から新たな取り組みと

して、健康診査の日程を１日多く、今年度は設けました。さらに未受診者の方を対

象に再度推奨を行いまして、後でもう一日、検査を実施する予定でございます。 

 個別受診に関しましては、人間ドックのように認めているものもございます。集

団健診と個別受診の問題ですけれども、双方のバランス、効果、それから検査の結

果の情報提供など、そういったものを含めまして、今後、総合的に判断する必要が

あるのかなというふうに考えております。 

 以上です。 

議長（鎌形寿一君） 

 １０番、鈴木正昭君。 

１０番（鈴木正昭君） 

 それでは、財務のほうでちょっと提案と要望ということで。 

 財務情報の分析、計画の上向きとなるものであり、計画期間中の見通しや特定事

業のスクラップ・アンド・ビルドをどのように一体化していくのかの前に、施策や

事務事業の推測を行うものでなければ、実行責任を果たしているものではないと。
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私はそういうふうに考えているんですよ。それで、行政の情報の公開、特に財政の

見通し、ガラス張り、要するに公開ですね、これを進めていただいて、特に２６年

度から２８年度の３年間の推計もでき上がっていると思うので、それに伴う財政推

計のほうを数字で、文書でつくっていただきたいと思うんですが、どうですか。こ

れは要望です。 

 それから、特定健診についてですが、高齢化により医療費の増加は避けられませ

ん。特定検診推進による医療費の一層の削減を進めたいのも、さらなる普通特定健

診の推進に当たってほしいと思います。 

 要望として提案というか、東庄病院との連携により、未受診者を東庄病院で受診

させる。本町独自に、これは個別受診を認めてはどうかという提案です。もちろん、

これは構造改革特区として、町長はもう全国町村会副会長さんでいるんで、この辺

のところは十分ご承知だと思うんです。構造改革特区を介して、医療特区の設置を

すれば、希望が認められなければしようがないけれども、そういうことです。 

 それから、最近、こういう話もしたかったんですけれども、指先検体測定という

か、そういうのが新しく厚労省でも認めてきているようですけれども、こういうキ

ットを助成して、どんどんコレステロール血症とか、キット商品で検査してもらう。

結局、高額医療費がどんどん出るような、いろいろな病気があります。そうすると、

こんなキットを１個買ったって三千何ぼぐらいなんですよ。これが一旦病気になり

ますと、重症患者になると大体１カ月で６０万から９０万出ると、高額医療費自己

負担分もいるので、とてもじゃないけど、そういうことを考えて、踏まえてくださ

い。ぜひこういうキットの助成も考えていただけるとありがたいなと思います。 

 いろいろ民生委員さんにも動いていただいているんでしょうけれども、保健推進

委員などもぜひ組織化とか、町内で何人とか、そういうふうなあれでぜひ進めてい

ただければ、それこそ我々、どんどん高齢化に向かって、安心して暮らせる東庄町

にできると思うんですよ。ぜひその辺のところを、これは要望としてお願いして、

私の質問を終わりにさせていただきます。どうもありがとうございました。 

議長（鎌形寿一君） 

 以上で、鈴木正昭君の一般質問を終わります。 

 これで、一般質問を終わります。 

 暫時休憩といたします。再開は１４時４０分とします。 
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（午後 ２時３２分 休憩） 

（午後 ２時４０分 再開） 

議長（鎌形寿一君） 

 休憩前に引き続き、会議を開きます。 

 日程第６、特別委員会調査報告、東庄町議会議員の定数に関する検討調査につい

てを議題とします。 

 本件について、委員長の報告を求めます。 

 議員定数検討調査特別委員会委員長、鈴木正昭君。 

１０番（鈴木正昭君） 

 それでは、議員定数検討調査特別委員会調査報告を行います。 

 議員定数検討調査特別委員会として、継続調査をしてまいりました東庄町議会議

員の定数に関する検討調査について、その経過と結果を申し上げます。 

 平成２５年１２月１３日の特別委員会設置以来、４回の委員会を開催し、種々の

観点から鋭意検討を重ね、８月２８日に開催の第４回委員会で結論を得ました。 

 このたびの議会議員定数に関する検討調査については、地方自治法の改正による

議員定数の上限数規定の撤廃、及び合併後の地方公共団体における議員定数の相次

ぐ削減への見直しという社会情勢があり、前回、平成１８年の財政の逼迫という問

題のときとは背景が異なる面があります。 

 このことから、議員定数の検討に当たっては、住民福祉の向上のため、議会機能

の維持・向上を図るという視点から、議員みずから検討することといたしました。

また、議員定数を改正する場合に当たっては、行政改革の視点だけでなく、町政の

現状と課題、将来の予測と展望を十分考慮することといたしました。さらに議員定

数の基準は、人口・面積・財政状況及び事業の課題並びに類似団体の議員定数と比

較検討し、決定することとし、これらを当委員会の基本的考え方としており、検討

・調査を続けてまいりました。 

 第１回委員会では、正副委員長の選出と継続調査の申し出を行い、第２回委員会

から実質・検討・調査に入りました。第２回委員会では各種データの比較検討を行

いました。主なものを申し上げますと、本町と県内の全町村及び近隣市の人口及び

有権者数、農家数及び事業所数、国調人口及び２０２５年までの推計人口、地方税

並びに人件費及び議会費等であります。これら各計数のそれぞれの各市町村の議員
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定数に対する割合を比較検討するとともに、各市町村の財政状況及び議員報酬・特

別職給料月額も参考といたしました。 

 これらの指標をそれぞれ本町の数値と比較検討し、各委員には自由に所感・意見

などを述べていただきました。あわせて以後の委員会の進め方を協議するとともに、

定数の検討・調査に当たっては、さきに述べました３点を基本的考え方とすること

で合意に至り、これに沿った各委員の考えをさらに深めることとし、散会しました。 

 第３回委員会では、近隣市町の議員定数の検討状況を調査・確認するとともに、

削減した事例について、その経緯・結果等を可能な範囲で調査しました。その後、

各委員のご意見を伺いましたが、議会活動と本町の将来を見据えた議員定数のあり

方とその定数についてさまざまな意見が出されました。 

 このことから、本件については、さらに議論を深める必要があることの判断から、

６月定例会時の全員協議会で、議員各位に中間報告をし、各委員は議員同士はもと

より、議員みずから検討することとはいえ、民意を尊重することも重要との考えか

ら、町民と積極的に対話し、みずからの意見をまとめることとし、散会しました。

 第４回委員会では、これまでの委員会での検討・調査はもとより、各委員のあら

ゆる機会を活用した議員同士の意見交換、さらには町民の声を聞くなどの活動を通

して得られた個々の最終的なご意見を伺いました。その内容を要約して申し上げま

す。 

 人口の減少傾向は避けられないことであり、議員定数の削減はやむを得ない。ま

た、議会活動の視点から見ると、１４人が適当と考える。町民の意見を聞くと、議

会に対する叱咤激励とともに、定数を削減すべきとの意見が多いことから、１４人

とすべきである。二人削減することで、議会活動が停滞することはあってはならな

いし、また１４人の議員個々の活躍に期待したい。近隣市町の議員定数の削減状況

から見ましても、削減すべきである。２常任委員会制をとっている各委員会運営に

おいても、７人ずつにした場合でも、それほどの弊害が出るとは考えにくい。 

 以上のような意見が交わされ、東庄町の置かれた現状の分析、また議会、委員会

機能の維持・向上等これら諸条件を考慮し、民意を反映させる場としての機能を有

する議会の議員数について、現行議員定数１６人を二人削減し、次回の一般選挙か

ら議員定数を１４人とすることで賛否を問うたところ、当委員会においては全員賛

成により、次回の一般選挙から東庄町議会の議員定数を１４人とすべきものと決定
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しました。 

 以上で議員定数検討調査特別委員会の調査報告を終わります。 

議長（鎌形寿一君） 

 これから委員長報告に対する質疑を行います。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

議長（鎌形寿一君） 

 質疑なしと認めます。これで質疑を終わります。 

 お諮りします。 

 本件については、以上の報告をもって調査を終了することにご異議ありませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

議長（鎌形寿一君） 

 ご異議なしと認めます。 

 したがって、東庄町議会議員の定数に関する検討調査については、これを終了す

ることに決定しました。 

 日程第７、発議第２号、東庄町議会の議員の定数を定める条例の一部を改正する

条例を制定することについてを議題とします。職員に議案の朗読をさせます。 

（事 務 局 朗 読） 

議長（鎌形寿一君） 

 ここでお諮りします。 

 本件については、さきに報告された特別委員会調査報告と内容が重複しますので、

会議規則第３８条第２項の規定により、提案理由の説明を省略したいと思います。

これにご異議ありませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

議長（鎌形寿一君） 

 ご異議なしと認めます。 

 したがって、発議第２号は提案理由の説明を省略することに決定しました。 

 これから質疑を行います。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

議長（鎌形寿一君） 

 質疑なしと認めます。これで質疑を終わります。 
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 これから討論を行います。討論はありませんか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

議長（鎌形寿一君） 

 討論なしと認めます。これで討論を終わります。 

 これから、発議第２号、東庄町議会の議員の定数を定める条例の一部を改正する

条例を制定することについてを採決します。この採決は起立によって行います。 

 本案は原案のとおり決定することに賛成の方は起立願います。 

（賛 成 者 起 立） 

議長（鎌形寿一君） 

 起立全員です。したがって、発議第２号は原案のとおり可決されました。 

 日程第８、同意第２号、教育委員会委員の任命についてを議題とします。ここで

教育委員長、向後元道君の退席を求めます。 

（教育委員長 向後元道君 退席） 

議長（鎌形寿一君） 

 職員に議案の朗読をさせます。 

（事 務 局 朗 読） 

議長（鎌形寿一君） 

 本案について提案理由の説明を求めます。 

 町長、岩田利雄君。 

町長（岩田利雄君） 

 それでは、同意第２号、教育委員会委員の任命についての提案理由を申し上げま

す。 

 現教育委員長であります向後元道氏の委員としての任期が９月３０日をもって満

了となります。適任であると考え、再任いたしたく提案させていただいた次第でご

ざいます。 

 よろしくご審議の上、ご同意くださいますようお願い申し上げます。 

議長（鎌形寿一君） 

 お諮りします。 

 ただいま議題となりました同意第２号については、正規の手続を省略して、直ち

に採決することにご異議ありませんか。 
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（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

議長（鎌形寿一君） 

 ご異議なしと認めます。 

 これから同意第２号、教育委員会委員の任命についてを採決します。 

 本案はこれに同意することにご異議ありませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

議長（鎌形寿一君） 

 ご異議なしと認めます。 

 したがって、同意第２号は同意することに決定しました。 

 ここで、教育委員長、向後元道君は入場してください。 

（教育委員長 向後元道君 着席） 

議長（鎌形寿一君） 

 日程第９、諮問第２号、人権擁護委員候補者の推薦について及び日程第１０、諮

問第３号、人権擁護委員候補者の推薦についてを一括議題とします。 

 職員に議案の朗読をさせます。 

（事 務 局 朗 読） 

議長（鎌形寿一君） 

 本案について提案理由の説明を求めます。 

 町長、岩田利雄君。 

町長（岩田利雄君） 

 それでは、ただいま議題となりました諮問第２号及び第３号、人権擁護委員候補

者の推薦についての提案理由を申し上げます。 

 人権擁護委員は、法務大臣の委嘱でございますが、人権擁護委員法に基づき、市

町村長が議会の意見を聞いて推薦することになっております。 

 このたび２名の方が平成２６年１２月３１日をもって任期満了となることから、

引き続きお願いするということで、候補者として推薦するものでございます。 

 諮問第２号の渡邊昌代氏は、平成２１年１月１日に人権擁護委員をお引き受けい

ただき、現在は香取人権擁護委員協議会で会の財務を監査する監事に就任されてお

ります。渡邊氏は、誠実に地域社会に貢献しようとする意識の高い方でございます。 

 諮問第３号の石毛正明氏も、平成２１年１月１日人権擁護委員をお引き受けいた
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だき、現在は香取人権擁護委員協議会で子ども人権委員会委員長に就任をされてお

ります。石毛氏は社会に貢献しようとする意欲旺盛な方でございます。皆様方のご

意見を賜りますよう、お願いを申し上げます。 

議長（鎌形寿一君） 

 お諮りします。 

 ただいま議題となりました諮問第２号及び第３号については、正規の手続を省略

して直ちに採決することにご異議ありませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

議長（鎌形寿一君） 

 ご異議なしと認めます。 

 これから採決を行います。採決は１件ごとに行います。 

 初めに諮問第２号、人権擁護委員候補者の推薦についてを採決します。本件はこ

れを適任とすることにご異議ありませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

議長（鎌形寿一君） 

 ご異議なしと認めます。 

 したがって、諮問第２号は適任と答申することに決定しました。 

 次に、諮問第３号、人権擁護委員候補者の推薦についてを採決します。本件はこ

れを適任とすることにご異議ありませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

議長（鎌形寿一君） 

 ご異議なしと認めます。 

 したがって、諮問第３号は適任と答申することに決定しました。 

 日程第１１、議案第２３号、東庄町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業

の運営に関する基準を定める条例を制定することについてから日程第１４、議案第

２６号、東庄町保育の実施に関する条例を廃止する条例を制定することについてま

で、以上４案を一括議題とします。職員に議案の朗読をさせます。 

（事 務 局 朗 読） 

議長（鎌形寿一君） 

 本案について提案理由の説明を求めます。 
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 町長、岩田利雄君。 

町長（岩田利雄君） 

 それでは、議案第２３号から議案第２６号までの条例制定及び廃止について、提

案理由を申し上げます。 

 平成２４年度に制定をされた子ども・子育て支援法及び改正児童福祉法により、

子ども・子育て支援新制度が平成２７年度から開始されることに伴い、国が定める

基準をもとに上程いたしました三つの条例を市町村で制定することが義務づけられ

ました。 

 あわせて、この新制度の開始に伴い、今まで市町村で定めていた保育の実施に関

する条例を廃止するものでございます。 

 議案第２３号、東庄町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関す

る基準を定める条例を制定することについては、認定こども園や保育施設等の利用

定員や運営に関する基準などを定めるものでございます。 

 議案第２４号、東庄町放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定

める条例を制定することについては、放課後児童クラブの従事職員の要件や設備の

基準、開所時間及び日数などの支援の範囲などを定めるものでございます。 

 議案第２５号、東庄町家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条

例を制定することについては、家庭的保育や小規模保育などの従事職員の要件や設

備の基準などを定めるものでございます。 

 議案第２６号、東庄町保育の実施に関する条例を廃止する条例を制定することに

ついては、これまで保育の実施に関して市町村が条例で定めておりましたが、子ど

も・子育て支援法及び改正児童福祉法の規定により、国が定める事由に基づき、保

育の実施をすることになったため、町の条例を廃止することとしたものでございま

す。 

 詳細につきましては、担当課長より説明をいたさせます。原案のとおり可決くだ

さいますよう、よろしくお願いを申し上げます。 

議長（鎌形寿一君） 

 健康福祉課長、石毛克身君。 

健康福祉課長（石毛克身君） 

 それでは、議案書の６ページをお開きいただきたいと存じます。 
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  東庄町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定め

る条例について、内容をご説明申し上げます。 

 この条例は、子ども子育て支援法の規定に基づき、認定こども園や保育所などの

特定教育・保育施設と家庭的保育や小規模保育などの特例地域型保育事業の利用定

員や運営に関する基準などを定めるものでございます。 

 第１条から第３条までは、定義、一般原則などを規定しております。第４条は、

特定教育・保育施設の利用定員に関する基準。第５条から第３４条までは、運営に

関する基準。第３５条・第３６条は、小学校就学前子どもに該当する支給認定子ど

もに対し、特別利用保育または教育を提供する場合の基準を規定しています。第３

７条は、特定地域型保育事業の利用定員に関する基準。第３８条から第５０条まで

は、運営に関する基準。第５１条・第５２条は、小学校就学前子どもに該当する支

給認定子どもに対し、特別利用地域型保育を提供する場合の基準を規定しています。 

 附則については、施行期日と特定保育所に関する特例、施設型給付費等や小規模

保育事業Ｃ型の利用定員などに関する経過措置を規定しています。 

 続いて、議案書の３４ページをお開きいただきたいと存じます。 

 東庄町放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例につい

て、内容をご説明申し上げます。 

 この条例は、改正児童福祉法の規定に基づき、放課後児童クラブの従事職員の要

件や設備の基準、開所時間や日数などの支援の単位などを定めるものでございます。 

 第１条から第５条までは、定義、一般原則などを規定しています。第６条は、非

常災害対策。第７条・第８条は、職員の要件等。第９条から第１７条までは、設備

や備品、運営などに関する基準を規定しています。第１８条では、開所時間及び日

数を規定し、第１９条から第２１条までは、保護者との連絡、関係機関との連携な

どについて規定しています。 

 附則については、施行期日と職員に関する経過措置を規定しています。 

 続いて、議案書の４２ページをお開きいただきたいと存じます。 

 東庄町家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例について、内

容をご説明申し上げます。 

 この条例は、改正児童福祉法の規定に基づき、家庭的保育・小規模保育などの従

事職員の要件や設備の基準などを規定しており、市町村が事業認可を行うことにな
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ります。 

 第１条から第２１条までは、定義、職員の要件、運営に関する基準などを規定し

ています。第２２条から第２６条までは、定員５人以下の家庭的保育事業の設備の

基準や職員の配置、保育時間などを規定しています。第２７条は、定員６人から１

９人の小規模保育事業の区分を定め、第２８条から第３０条までは、小規模保育事

業Ａ型、第３１条・第３２条は、小規模保育事業Ｂ型、第３３条から第３６条まで

は、小規模保育事業Ｃ型の、それぞれの設備の基準や職員の配置、利用定員などを

規定しています。第３７条から第４１条までは、保護者の自宅で保育を行う居宅訪

問型保育事業の運営に関する基準を規定しています。第４２条から第４８条までは、

事業所の保育施設などで従業員の子どもと地域の子どもを一緒に保育する事業所内

保育事業の利用定員、設備、職員などの運営に関する基準を規定しています。 

 附則については、施行期日と食事の提供や連携施設などに関する経過措置を規定

しています。 

 続いて、６７ページをお開きください。 

 東庄町保育の実施に関する条例を廃止する条例について、ご説明を申し上げます。 

 これまで保育については市町村が条例で定める事由により、保育に欠ける児童に

ついて実施することとなっておりましたが、子ども子育て支援法及び改正児童福祉

法の規定により、国が定める事由に基づき、家庭において必要な保育を受けること

が困難な児童について実施することとなったため、町の条例を廃止することとした

ものでございます。 

 以上で説明を終わります。 

議長（鎌形寿一君） 

 提案理由の説明が終わりましたので、これから質疑を行います。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

議長（鎌形寿一君） 

 質疑なしと認めます。 

 お諮りします。討論を省略して、直ちに採決することにご異議ありませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

議長（鎌形寿一君） 

 ご異議なしと認めます。 
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 これから採決を行います。採決は１件ごとに行います。 

 初めに、議案第２３号、東庄町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運

営に関する基準を定める条例を制定することについてを採決します。 

 本案は原案のとおり決定することにご異議ありませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

議長（鎌形寿一君） 

 ご異議なしと認めます。 

 したがって、議案第２３号は原案のとおり可決されました。 

 次に、議案第２４号、東庄町放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基

準を定める条例を制定することについてを採決します。 

 本案は原案のとおり決定することにご異議ありませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

議長（鎌形寿一君） 

 ご異議なしと認めます。 

 したがって、議案第２４号は原案のとおり可決されました。 

 次に、議案第２５号、東庄町家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定

める条例を制定することについてを採決します。 

 本案は原案のとおり決定することにご異議ありませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

議長（鎌形寿一君） 

 ご異議なしと認めます。 

 したがって、議案第２５号は原案のとおり可決されました。 

 次に、議案第２６号、東庄町保育の実施に関する条例を廃止する条例を制定する

ことについてを採決します。 

 本案は原案のとおり決定することにご異議ありませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

議長（鎌形寿一君） 

 ご異議なしと認めます。 

 したがって、議案第２６号は原案のとおり可決されました。 
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 日程第１５、議案第２７号、東庄町防災会議条例及び東庄町災害対策本部条例の

一部を改正する条例を制定することについてを議題とします。 

 職員に議案の朗読をさせます。 

（事 務 局 朗 読） 

議長（鎌形寿一君） 

 本案について提案理由の説明を求めます。 

 町長、岩田利雄君。 

町長（岩田利雄君） 

 それでは、議案第２７号、東庄町防災会議条例及び東庄町災害対策本部条例の一

部を改正する条例を制定することについての提案理由を申し上げます。 

 平成２４年６月に災害対策基本法が一部改正されたことに伴い、本町の防災会議

条例及び災害対策本部条例において、所要の改正を行うものでございます。 

 詳細につきましては担当課長より説明をいたさせます。ご審議の上、可決くださ

いますよう、よろしくお願いを申し上げます。 

議長（鎌形寿一君） 

 総務課長、金島正好君。 

総務課長（金島正好君） 

 それでは、議案書の６９ページをお開きいただきたいと存じます。 

 町長の提案理由にありましたように、平成２４年６月に災害対策基本法が改正さ

れました。この改正は東日本大震災の経験を踏まえたもので、大規模災害に対する

即応力の強化や被災者対応の改善といった内容でありました。これに伴い、本町の

防災会議と災害対策本部条例の一部を改正する必要があり、今回、所要の改正をお

願いするものでございます。 

 第１条で東庄町防災会議条例の一部改正を、第２条で東庄町災害対策本部条例の

一部改正を規定しております。 

 それでは、内容につきまして参考資料でご説明いたします。参考資料の１ページ

をお開きください。 

 最初に、防災会議条例の改正ですが、第１条の改正は、水防法の引用条項で改正

するものでございます。 

 第２条は、防災会議の所掌事務で、第２号、町の地域に係る災害が発生した場合
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において、当該災害に関する情報を収集することという規定を、町長の諮問に応じ

て町の地域に係る防災に関する重要事項を審議することに改正し、第３号、前号に

規定する重要事項に関し、町長に意見を述べることを追加するものです。これによ

り、第２号より以下の号を繰り下げることといたします。 

 第３条は、委員に関する規定ですが、次の２ページをお願いいたします。 

 第９号で、自主防災組織を構成する者又は学識経験のある者のうちから町長が任

命する者を追加しております。 

 本町では、これに該当する方を任命しておりますが、改めて規定をするものです。

これにより、改正前の第９号を第１０号に繰り下げております。 

 第６条は、前各条とこの条例の表現を改めるものでございます。 

 続きまして、災害対策本部条例の改正ですが、第１条は引用条項の改正です。第

４条は、現地災害対策本部について規定を追加したものでございます。 

 これにより、第４条が第５条に繰り下がると同時に、前各条をこの条例と表現を

改めております。 

 以上で説明を終わります。よろしくお願い申し上げます。 

議長（鎌形寿一君） 

 提案理由の説明が終わりましたので、これから質疑を行います。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

議長（鎌形寿一君） 

 質疑なしと認めます。 

 お諮りします。 

 討論を省略して直ちに採決することにご異議ありませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

議長（鎌形寿一君） 

 ご異議なしと認めます。 

 これから、議案第２７号、東庄町防災会議条例及び東庄町災害対策本部条例の一

部を改正する条例を制定することについてを採決します。 

 本案は原案のとおり決定することにご異議ありませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

議長（鎌形寿一君） 
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 ご異議なしと認めます。 

 したがって、議案第２７号は原案のとおり可決されました。 

 日程第１６、議案第２８号、町税条例の一部を改正する条例を制定することにつ

いてを議題とします。 

 職員に議案の朗読をさせます。 

（事 務 局 朗 読） 

議長（鎌形寿一君） 

 本案について提案理由の説明を求めます。 

 町長、岩田利雄君。 

町長（岩田利雄君） 

 それでは、議案第２８号、町税条例の一部を改正する条例を制定することについ

て、提案理由を申し上げます。 

 本条例の改正は、県税条例の一部が改正されたことに伴い、個人町民税の寄付金

控除の対象に幼保連携型認定こども園を追加すること、また個人町民税及び固定資

産税に係る前納報奨金制度につきまして、社会情報等の変動に伴い、平成２６年度

をもって当制度を廃止するものでございます。 

 詳細につきましては、担当課長より説明をいたさせます。ご審議の上、可決くだ

さいますよう、よろしくお願いを申し上げます。 

議長（鎌形寿一君） 

 町民課長、多部田秀也君。 

町民課長（多部田秀也君） 

 それでは、私のほうから議案第２８号の内容についてご説明を申し上げます。 

 今回の改正は、個人町民税の寄付金控除の対象に幼保連携型認定こども園を追加

することについて、それと個人町民税及び固定資産税に係る前納報奨金制度廃止の

２点でございます。 

 参考資料の３ページをお願いいたします。新旧対照表により説明をさせていただ

きます。 

 最初に第３４条の７、第１項、第１号の改正は、千葉県県税条例の一部が改正さ

れ、個人県民税の寄付金控除の対象に幼保連携型認定こども園が追加されたことに

伴い、個人町民税の寄付金控除に係る指定を県と同一の基準にするための改正であ
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ります。 

 この改正は、就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関す

る法律の一部を改正する法律の施行日から適用とするものでございます。 

 次のページをお願いいたします。参考資料４ページです。 

 第４２条、第２項及び第３項並びに第７０条、第２項及び第３項の改正は、個人

町民税及び固定資産税に係る前納報奨金制度の廃止に関する改正であります。前納

報奨金制度は、税収の早期確保や納税者の納税意欲高揚など、これを目的といたし

まして創設されたものでありますが、制度創設時と社会・経済情勢が変わり、廃止

するものでございます。 

 現在、千葉県内の大部分の市町村で制度が廃止されておりまして、今年度は県下

５４団体中７団体のみが実施している状況であります。このうち２団体につきまし

ては、今年度中の廃止を既に決定しております。このような情勢下、本町におきま

しても平成２６年度をもちまして、前納報奨金制度を廃止しようとするものでござ

います。 

 この改正は、平成２７年４月１日から適用するものでございます。 

 ご審議の上、可決くださいますよう、お願い申し上げます。 

議長（鎌形寿一君） 

 提案理由の説明が終わりましたので、これから質疑を行います。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

議長（鎌形寿一君） 

 質疑なしと認めます。 

 お諮りします。 

 討論を省略して直ちに採決することにご異議ありませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

議長（鎌形寿一君） 

 ご異議なしと認めます。 

 これから、議案第２８号、町税条例の一部を改正する条例を制定することについ

てを採決します。 

 本案は原案のとおり決定することにご異議ありませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 
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議長（鎌形寿一君） 

 ご異議なしと認めます。 

 したがって、議案第２８号は原案のとおり可決されました。 

 日程第１７、議案第２９号、東庄町国民健康保険条例の一部を改正する条例を制

定することについてを議題とします。 

 職員に議案の朗読をさせます。 

（事 務 局 朗 読） 

議長（鎌形寿一君） 

 本案について提案理由の説明を求めます。 

 町長、岩田利雄君。 

町長（岩田利雄君） 

 それでは、議案第２９号、東庄町国民健康保険条例の一部を改正する条例を制定

することについて、提案理由を申し上げます。 

 今回の改正につきましては、健康保険法施行令の出産育児一時金に関する規定が

改正されたことに伴い、東庄町国民健康保険条例の所要の改正を行うものでござい

ます。 

 詳細につきましては、担当課長より説明をいたさせます。ご審議の上、可決くだ

さいますよう、よろしくお願いを申し上げます。 

議長（鎌形寿一君） 

 町民課長、多部田秀也君。 

町民課長（多部田秀也君） 

 それでは、議案第２９号に係る内容説明を申し上げます。参考資料の５ページを

お開きください。新旧対照表で説明を申し上げます。 

 今回の改正は、第７条の出産育児一時金３９万円が４０万４，０００円に改正さ

れるものでございます。これは産科医療保障制度における分娩機関の掛金見直しが

行われまして、現行、掛金３万だったものが１万４，０００円引き下げられまして、

１万６，０００円にかわります。同時に、出産育児一時金の総額につきましては、

現在の４２万円を維持する方針が示されております。 

 本来であれば、産科医療保障制度における掛金の額が減額されることで、分娩費

用も減少するわけでございますが、出産育児一時金の上限４２万円を維持するため、
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現行の３９万円の出産育児一時金を、差額分１万４，０００円を引き上げまして、

４０万４，０００円に改正し、交付水準を維持しようとするものでございます。 

 なお、この改正は、平成２７年１月１日から施行いたします。 

 ご審議の上、可決くださいますよう、お願いします。 

議長（鎌形寿一君） 

 提案理由の説明が終わりましたので、これから質疑を行います。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

議長（鎌形寿一君） 

 質疑なしと認めます。 

 お諮りします。 

 討論を省略して直ちに採決することにご異議ありませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

議長（鎌形寿一君） 

 ご異議なしと認めます。 

 これから、議案第２９号、東庄町国民健康保険条例の一部を改正する条例を制定

することについてを採決します。 

 本案は原案のとおり決定することにご異議ありませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

議長（鎌形寿一君） 

 ご異議なしと認めます。 

 したがって、議案第２９号は原案のとおり可決されました。 

 日程第１８、議案第３０号、東庄町国民健康保険東庄病院使用料及び手数料条例

の一部を改正する条例を制定することについてを議題といたします。 

 職員に議案の朗読をさせます。 

（事 務 局 朗 読） 

議長（鎌形寿一君） 

 本案について提案理由の説明を求めます。 

 町長、岩田利雄君。 

町長（岩田利雄君） 

 それでは、議案第３０号、東庄町国民健康保険東庄病院使用料及び手数料条例の
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一部を改正する条例を制定することについて、提案理由を申し上げます。 

 本条例の改正は、病院使用料の適正な確保のため長期入院選定療養費の規定を追

加し、あわせて文言の一部改正を行うものでございます。 

 詳細につきましては、病院事務長から説明をいたさせます。ご審議の上、可決く

ださいますよう、よろしくお願いを申し上げます。 

議長（鎌形寿一君） 

 病院事務長、鈴木和雄君。 

病院事務長（鈴木和雄君） 

 それでは、議案第３０号に係る内容説明を申し上げます。恐れ入りますが、参考

資料の６ページをお願いいたします。新旧対照表によりご説明申し上げます。 

 第２条、第１項で、１点単価を規定してございます。この最初の１点単価を、診

療使用料は、法令等により算定した額とし、１点単価は次のとおりとする。に改正

し、なおかつ、ただし、法令等に特に定めのある１円単位まで徴収する一部負担金

については、算定した額に１円未満の端数があるときは、当該１円未満の額を四捨

五入して得た額とするを加えるものでございます。 

 この改正は、この１点単価が健康保険法の規定による療養に要する費用の額の算

定方法別表第１医科診療報酬点数表の点数のことでありますので、より適正な文言

に改定しようとするものでございます。 

 また、１円単位の部分につきましては、通常医療の場合、一部負担金につきまし

ては１０円単位でございますが、高額療養費が現物給付化になってから負担限度額

を超える場合、つまり高額療養費に該当する場合、限度額を超える部分の医療費の

１％を加算した金額が窓口負担となるため、１円単位の一部負担金が発生いたしま

す。 

 また、この場合、１円未満の額を四捨五入すると規定するものでございます。 

 次に、第６号として、長期入院選定療養費を加えることについてでございますが、

これは入院期間が１８０日を超えた場合、入院基本料の１５％がカットされるため、

この分を患者負担とするものでございます。 

 厚生労働省は入院医療の必要性の低い、患者側の事情により長期にわたり入院し

ている者への対応を図る観点から、１８０日を超える入院については、患者の選択

に係るものとして、その費用を患者から徴収することができることとしました。 
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 それは平成１４年１０月から施行されておりますが、東庄病院では今まで該当す

る患者がございませんでした。今後、必要と見込まれますので、改正しようとする

ものでございます。 

 なお、施行期日は本年１０月１日としております。 

 以上で説明を終わらせていただきます。よろしくお願いいたします。 

議長（鎌形寿一君） 

 提案理由の説明が終わりましたので、これから質疑を行います。 

 １３番、山崎ひろみ君。 

１３番（山崎ひろみ君） 

 すみません、質疑じゃないんですが、参考資料の方の文言がちょっと、改正案の

ところが議案書と違っていると思うんですけれども。今、説明がなかったので、一

応。６のところです。厚生労働大臣じゃないかと思います。 

 病院事務長、鈴木和雄君。 

病院事務長（鈴木和雄君） 

 大変失礼申し上げました。改正案第６号、「厚生と有働大臣」を「厚生労働大臣

」に訂正、同じく第６号の診療報酬点数表による通算対象入院料の「通産」の「産

」が誤っております。「計算」の「算」に訂正いただきますよう、よろしくお願い

申し上げます。 

議長（鎌形寿一君） 

 参考資料の文言の違いということでありますので、まず、「通産」の「産」は「

算数」の「算」、その次に厚生労働大臣というのが本当でありますが、「厚生と有

働大臣」、これを「厚生労働大臣」に訂正してください。 

 それではもう一度。提案理由の説明が終わりましたので、これから質疑を行いま

す。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

議長（鎌形寿一君） 

 質疑なしと認めます。 

 お諮りします。 

 討論を省略して直ちに採決することにご異議ありませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 
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議長（鎌形寿一君） 

 ご異議なしと認めます。 

 これから、議案第３０号、東庄町国民健康保険東庄病院使用料及び手数料条例の

一部を改正する条例を制定することについてを採決します。 

 本案は原案のとおり決定することにご異議ありませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

議長（鎌形寿一君） 

 ご異議なしと認めます。 

 したがって、議案第３０号は、原案のとおり可決されました。 

 日程第１９、議案第３１号、平成２６年度東庄町一般会計補正予算（第２号）か

ら、日程第２２、議案第３４号、平成２６年度東庄町介護保険特別会計補正予算（第

１号）まで、以上、４案を一括議題とします。 

 職員に議案の朗読をさせます。 

（事 務 局 朗 読） 

議長（鎌形寿一君） 

 本案について提案理由の説明を求めます。 

 町長、岩田利雄君。 

町長（岩田利雄君） 

 それでは、ただいま一括議題となりました議案第３１号から議案第３４号まで、

一般会計のほか特別会計３件の補正予算につきまして提案理由を申し上げます。 

 既定の歳入歳出予算の総額に、歳入歳出それぞれ１億５，１７５万２，０００円

を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ４８億８，５５５万５，０００

円とするものでございます。 

 今回の補正では国県の補助金を活用して行う事業や住民の保健衛生、生活道路等

に係る経費について予算計上しております。また、４月の人事異動に伴う人件費の

補正並びに平成２５年度決算を踏まえての財政調整基金への積み立ても補正いたし

ました。 

 まず初めに、予防接種に係る補正でございますけれども、高齢者肺炎球菌と水痘

ワクチンについて、法改正に対応するための経費を計上いたしました。 

 次に、住宅用太陽光節電設備設置補助金でございますが、当初予算において計上
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いたしております。今回、基数を増やし、増額する補正となっております。 

 次に、観光関係でございますが、県の補助金を活用し、観光協会特別事業補助金

を補正し、観光アドバイザー、モニターツアー等の事業を行います。 

 続いて、土木関係では、橋梁の点検業務や改良工事に向けての測量、調査、設計

に係る経費を計上しております。 

 最後に、財政調整基金の積み立てでございますが、この後、認定第１号でご審議

をいただきます平成２５年度一般会計の決算の剰余金額を踏まえ、財政調整基金に

１億円を積み立てるものでございます。 

 財政調整基金は、将来の計画的な財政運営を行うため、あるいは不測の事態に対

応するための財源であり、財政状況を踏まえ、積み立てが可能なときは積極的に積

み立てを行い、今後も臨機応変に対応できるよう、備えてまいりたいと考えており

ます。 

 以上、一般会計補正予算の主なものについて申し上げました。 

 続きまして、議案第３２号、平成２６年度東庄町国民健康保険特別会計補正予算

（第１号）につきまして申し上げます。 

 既定の歳入歳出予算の総額に、歳入歳出それぞれ６６万円を追加いたしました。

歳入歳出予算の総額をそれぞれ２１億５，５６６万円とするものでございます。 

 この補正につきましては、職員の異動等に伴う人件費の増額補正を行うものでご

ざいます。 

 続きまして、議案第３３号、平成２６年度東庄町訪問看護ステーション特別会計

補正予算（第１号）について申し上げます。 

 既定の歳入歳出予算の総額に、歳入歳出それぞれ２３万２，０００円を追加いた

しました。歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ１，７４６万４，０００円とす

るものでございます。 

 補正の内容は、歳出では１款・事業費で、職員の人件費等を増額補正するもので

ございます。 

 歳入では、３款・繰越金で、歳出で計上した人件費等の不足する財源を前年度繰

越金で充てるものでございます。 

 続きまして、議案第３４号、平成２６年度東庄町介護保険特別会計補正予算（第

１号）について申し上げます。 
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 既定の歳入歳出予算の総額に、歳入歳出それぞれ９８７万円を追加いたしました。

歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ１１億８，５６２万３，０００円とするも

のでございます。 

 主な補正の内容ですが、歳出では１款・総務費で職員の人件費等を減額補正し、

５款・諸支出金では過年度分の介護給付費等の返還金を増額補正するものでござい

ます。 

 歳入では、３款・国庫支出金と５款・県支出金で過年度分の介護給付費の追加交

付金を増額補正、７款・繰入金では職員の人件費等の減額分を一般会計へ戻し入れ

るための減額補正をし、８款・繰越金では過年度分の介護給付費等の返還に不足す

る財源を前年度繰越金で充てるものでございます。 

 以上、議案第３１号から議案第３４号までの提案理由を申し上げました。詳細に

つきましては担当課長より説明をいたさせます。ご審議の上、可決くださいますよ

う、よろしくお願いを申し上げます。 

議長（鎌形寿一君） 

 総務課長、金島正好。 

総務課長（金島正好君） 

 それでは、平成２６年度東庄町一般会計補正予算（第２号）の内容について、説

明をさせていただきます。 

 初めに、歳出予算から申し上げます。 議案書の８４ページをお願いいたします。 

 今回の補正では町長の提案理由にもございましたとおり、職員の４月の人事異動

による人件費の補正を関係科目で行っております。これは１款の議会費を初めとす

る各款において２節の給料、３節の職員手当等、４節の共済費、１９節の総合事務

組合の負担金に計上しており、総額で１，３５７万３，０００円となっております。 

 そのほか一般会計から特別会計への人件費繰出金の補正として、３款・民生費で

国民健康保険特別会計繰出金が６６万円の増、介護保険特別会計が２４７万７，０

００円の減となっております。 

 なお、以降はこれ以外の補正内容について説明させていただきますので、ご了承

願います。 

 １款・議会費でございます。１項１目・議会費の１１節、印刷製本費５万３，０

００円。これは議会だよりを１２月発行分から２色刷りに変更するための増額分と
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なっております。 

 続いて、２款・総務費、１項５目・総務管理費、企画費で、自治会等集会施設整

備事業補助金２２万円。竜神台青年館のトイレ改修工事に対する補助金で、事業費

の４分の１を補助するものでございます。 

 ８５ページをお願いいたします。 

 ２項２目・徴税費、賦課徴収費の２３節、過誤納還付金・加算金で２２６万４，

０００円、法人町民税や固定資産税の大口還付があり、予算不足となったため、補

正をするものでございます。 

 ８６ページをお願いいたします。 

 ３款・民生費、２項１目・児童福祉費、児童福祉総務費の需用費４４万円と役務

費１万円は、６月に補正いたしました保育士等処遇改善臨時特例事業の事務費相当

分の追加補正となっております。 

 ８７ページをお願いいたします。 

 ４目・児童福祉施設費の１３節、放課後児童健全育成事業委託料７７万２，００

０円。ゆめゆめクラブ（笹川中央保育園）とすぎのこクラブ（橘保育園）の放課後

児童クラブ事業について、当初予算から増額となる経費の補正でございます。 

 次に、４款・衛生費、１項２目・保健衛生費、予防費は肺炎球菌ワクチンと水痘

ワクチンの予防接種に係る費用となっております。法改正により対象者が増加する

ことや、任意から定期予防接種に変更となり、１１節及び１２節では諸経費を、１

３節委託料は水痘ワクチンの増加にかかるもの。２０節・扶助費では肺炎球菌ワク

チンの増加にかかるものについて補正しております。 

 次に３目・環境衛生費の補正ですが、住宅用太陽光発電設備設置補助金１６０万

円。当初予算に計上している事業ですが、今回新たに１０件分を見込んで計上して

ございます。 

 ８８ページをお願いいたします。 

 ５款・農林水産業費、１項１目・農業費、農業委員会費の１３節、農地台帳シス

テム整備事業委託料４８万６，０００円。これにつきましては、法改正に対応する

ためのシステム改修委託料となっております。 

 続いて、３目・農業振興費で、産地整備支援事業補助金２３万７，０００円。園

芸事業者の省エネルギー機器購入費への助成で、県費補助金によるものとなってお
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ります。 

 次に４目・畜産業費で薬剤と消毒用機器で５９万３，０００円。ＰＥＤ、豚の流

行性下痢対策のための動力噴霧器と薬剤の購入経費で、２分の１の県費補助となっ

ております。 

 ８９ページをお願いいたします。 

 ５目・農地費、１３節で農地利用図面作成業務委託料４３万２，０００円。人・

農地プランを作成及び更新するため、必要な農地利用図や関連図面のシステムデー

タ作成業務委託料となっております。 

 次の１９節・農地・水保全管理協議会共同活動支援負担金４５万２，０００円は、

窪野谷と新宿の環境資源保存会の交付金となっております。 

 続いて６款・商工費、１項３目・商工費、観光費では、消耗品費１０万円と観光

協会特別事業補助金３００万円。事業といたしましては、観光アドバイザーや観光

モニターツアー、アニメ天保水滸伝ＮＥＯのストーリー制作などを行うものでござ

います。事業費の３分の２の県補助がございます。 

 ９０ページをお願いいたします。 

 ７款・土木費、２項２目・道路橋梁費、道路橋梁維持費の１３節、橋梁点検業務

委託料２００万円。当初予算に計上しておりました事業ですが、省令により点検内

容が変更となり、委託経費が増加したことによる補正となっております。 

 次の３目・道路新設改良費の１３節で１，３００万円。町道０１０３号線、工業

団地の先、小南地先でございます。そこの測量、地質調査、設計業務の委託料を新

規に計上しているものでございます。 

 次に９１ページをお願いいたします。 

 ９款・教育費に入りまして、２項１目・小学校費、学校管理費になります。１３

節で樹木管理業務委託料５８万７，０００円。安全管理のため、樹木点検を行った

結果、笹川、石出、神代小学校において伐採の必要があると思われ、補正するもの

でございます。 

 次に１５節・教育施設維持補修工事費で１２２万６，０００円。４件の工事がご

ざいまして、神代小ののり面の補修工事、笹川小のプールろ過ポンプ用のモーター

交換工事、石出小のグラウンドトラック補修工事、橘小の校長室エアコン交換工事

の経費となっております。 
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 次の２目・教育振興費で、教材用備品費２０万５，０００円。笹川小学校の家庭

科用ミシンや図工用の糸のこぎりを購入する予算の補正となっております。 

 ９２ページをお開きください。 

 ３項１目・中学校費、学校管理費の１５節・教育施設維持補修工事費の１５５万

５，０００円。これにつきましては、テニスコートの支柱が破損したため取りかえ

るものでございます。それと家庭科室の調理台のレンジの交換としてでございます。 

 続いて、５項４目・社会教育費、文化財保護費、１９節で１９万５，０００円。

これにつきましては、無形民俗文化財保存伝承事業補助金でございまして、笹川神

楽保存会で大拍子太鼓と、その太鼓を置く台を購入する経費を補助するものとなっ

ております。 

 ９３ページをお願いします。 

 ６項３目・保健体育費、学校給食費では、臨時職員賃金１０８万２，０００円及

び９節で費用弁償（旅費）として７万２，０００円。これにつきましては、人事異

動による職員減を補うため、新規に臨時職員２名分の賃金を計上しております。 

 次の１１節で修繕料１００万円と被服費１０万２，０００円。センターの機器の

劣化・損耗による更新があったため、不足する額を計上するものでございます。そ

れと先ほどの臨時職員用の被服費でございます。 

 歳出の最後、１２款・諸支出金、１項１目・基金費の財政調整基金積立金１億円

と奨学基金積立金１２０万円。平成２５年度の決算を踏まえまして、財政調整基金

に１億円を積み立てるものと、この後の歳入でご説明しますが、指定寄付のありま

した１２０万円を奨学基金に積み立てるものでございます。 

 なお、財政調整基金の平成２５年度末の現在高は１２億２９８万円でございます

ので、新規積み立て後は、１３億２９８万円となります。 

 次に、歳入について申し上げます。議案書の８２ページをお願いいたします。 

 １４款・国庫支出金、２項２目・国庫補助金、民生費国庫補助金の４節・児童福

祉費補助金の保育緊急確保事業補助金の３３万７，０００円は、歳出で申し上げま

した、保育士等処遇改善臨時特例事業の補助金となっております。同じく４節も放

課後児童健全育成事業費等補助金２６６万６，０００円は、歳出の放課後児童健全

育成事業の国庫補助でございます。 

 当初予算では県補助金を計上していましたが、一部が国庫補助に変更となったた
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め、組みかえるものでございます。 

 次に、１５款・県支出金、２項２目・県補助金。民生費補助金の５節・児童福祉

費補助金のうち保育士等処遇改善臨時特例事業補助金５万６，０００円は、先ほど

の国庫補助金にもございました保育士等処遇改善臨時特例事業の補助金でございま

す。 

 同じく５節の放課後子どもプラン推進事業費補助金のマイナス４５０万９，００

０円と、放課後児童健全育成事業費等補助金２６６万６，０００円は、歳出の放課

後児童健全育成事業の県補助金に係るものですが、マイナス分は補助金が廃止にな

り、新たに国と県の補助金、放課後児童健全育成事業費等補助金が新設されたこと

による組み換えによるものでございます。 

 次の３目・衛生費補助金の４節・環境衛生費補助金７０万円は、住宅用太陽光発

電設備設置事業の補助金となっております。 

 続いて４目・農林水産業費補助金、１節・農業委員会補助金４８万６，０００円。

歳出で申し上げました農地台帳システム整備事業委託料の補助金となっております。 

 次の２節・農業振興費補助金２３万７，０００円、農業振興費で補正しました産

地整備支援事業補助金の財源となっております。 

 次の５節・農地費補助金４８万７，０００円のうち３万５，０００円は農地費の

保全管理状況図作成委託料の財源、人・農地プラン見直し支援事業補助金４５万２，

０００円は、同じく農地費の図面作成委託料等の財源となっております。 

 次の８節・畜産事業補助金２９万６，０００円。畜産業費で補正しました防疫薬

剤と消毒用機器購入費に対する補助金となっております。 

 続いて、５目１節・教育費補助金、社会教育費補助金１３万円。文化財保護費で

補正しました笹川神楽保存会への補助金の財源となっております。 

 続いて、７目２節・商工費補助金、観光費補助金２００万円。観光費で計上しま

した観光協会特別事業補助金の財源となっております 

 続いて、１７款・寄附金で、指定寄付、教育関係ということで１２０万円。奨学

基金のためにということで指定寄付をいただいています。 

 次に、１８款・繰入金、１項３目・介護保険特別会計繰入金でございますが、前

年度の介護給付費等の精算による返還金として５７５万円を繰り入れるものでござ

います。 
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 最後に、歳入が歳出に不足する１億３，９２５万円について、１９款・繰越金で

補正するものでございます。 

 以上で一般会計の補正予算（第２号）の説明を終わらせていただきます。よろし

くお願いいたします。 

議長（鎌形寿一君） 

 町民課長、多部田秀也君。 

町民課長（多部田秀也君） 

 それでは引き続きまして、議案第３２号、平成２６年度東庄町国民健康保険特別

会計補正予算（第１号）について、ご説明申し上げます。最初に歳出から説明いた

します。議案書の１００ページをごらんください。 

 １款・総務費、１項・総務管理費、１目・一般管理費４５万５，０００円の増額

でございます。 

 ８款・保健事業費、３項・保健センター事業費、１目・保健指導事業費２０万５，

０００円の増額でございます。これはどちらも人事異動に伴います給料・手当等の

人件費の補正で、歳出総額６６万円を増額補正でございます。 

 ９９ページをごらんください。歳入でございます。歳出の増によりまして、不足

する財源６６万円を９款・繰入金、２項１目１節・一般会計繰入金を充当しようと

するものでございます。 

 ご審議の上、可決くださいますようお願い申し上げます。 

議長（鎌形寿一君） 

 健康福祉課長、石毛克身君。 

健康福祉課長（石毛克身君） 

 それでは、議案第３３号、平成２６年度東庄町訪問看護ステーション特別会計補

正予算（第１号）について、内容をご説明申し上げます。議案書の１０８ページを

お開きいただきたいと思います。歳出よりご説明申し上げます。 

 １款・事業費２３万２，０００円の増額は、１項１目・一般管理費で臨時職員１

名の退職と正職員１名の採用予定による人件費等を補正するものでございます。 

 以上の結果、歳出補正額は２３万２，０００円の増額、歳出合計で１，７４６万

４，０００円となります。 

 続きまして、歳入をご説明申し上げます。１０７ページをお開きいただきたいと
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存じます。 

 ３款・繰越金２３万２，０００円の増額については、歳出補正で計上した人件費

等の不足する財源について前年度繰越金をもって充てるものでございます。 

 以上の結果、歳入補正額は２３万２，０００円の増額、歳入合計で１，７４６万

４，０００円となります。 

 以上で平成２６年度東庄町訪問看護ステーション特別会計補正予算（第１号）の

説明を終わります。 

 続きまして、議案第３４号、平成２６年度東庄町介護保険特別会計補正予算（第

１号）について、内容をご説明申し上げます。議案書の１１６ページをお開きいた

だきたいと存じます。歳出よりご説明申し上げます。 

 １款・総務費２４９万円の減額は、１項１目・一般管理費で職員の異動等による

人件費等の補正によるものでございます。 

 次に、３款・地域支援事業費１万３，０００円の増額についても職員の異動等に

より人件費等を補正するものでございます。 

 続いて、５款・諸支出金１，２３４万７，０００円の増額についてですが、１１

７ページをお開きください。１項２目・償還金６５９万７，０００円の増額につい

ては平成２５年度分の介護給付費、地域支援事業費の確定・精算による国・県・社

会保険診療報酬支払基金への返還金、２項１目・一般会計繰出金５７５万円の増額

についても平成２５年度分の介護給付費、地域支援事業費の確定・精算に伴う一般

会計への返還金を補正するものでございます。 

 以上の結果、歳出補正額は９８７万円の増額、歳出合計で１１億８，５６２万３，

０００円となります。 

 続きまして、歳入をご説明申し上げます。１１５ページにお戻りください。 

 ３款１項・国庫負担金９２万２，０００円と５款１項・県負担金１５４万５，０

００円の増額については、平成２５年度分の介護給付費の確定・精算による追加交

付金を補正するものでございます。 

 次に、７款・繰入金、１項３目・その他一般会計繰入金２４７万７，０００円の

減額については、職員の異動等による人件費等の減額分を一般会計へ戻し入れする

ための補正でございます。 

 ８款・繰越金９８８万円の増額については、平成２５年度分の介護給付費等の精
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算による返還に不足する財源について前年度繰越金をもって充てるものでございま

す。 

 以上の結果、歳入補正額は９８７万円の増額、歳入合計で１１億８，５６２万３，

０００円となります。 

 以上で、平成２６年度東庄町介護保険特別会計補正予算（第１号）の説明を終わ

ります。よろしくご審議のほど、お願い申し上げます。 

議長（鎌形寿一君） 

 提案理由の説明が終わりましたので、これから質疑を行います。 

 １３番、山崎ひろみ君。 

１３番（山崎ひろみ君） 

 議案８７ページの衛生費の予防接種委託料なんですが、高齢者の肺炎球菌ワクチ

ン、国の施策で５年刻みに助成することで増額になる可能性ということなんですが、

うちの町はもともとは希望者がワクチンを接種して、最初２，０００円ぐらいだっ

たのが現在６，０００円、去年あたりまでなっていたかと思います。１件あたりの。

今までは希望者は受けられたわけですけれども、これから５歳刻みになると、５歳、

５歳の年齢に合わない人、間の年の人は受けられないということにするのか、それ

とも今までどおりにやるのか、その辺をひとつお聞かせいただきたいと思います。 

議長（鎌形寿一君） 

 健康福祉課長、石毛克身君。 

健康福祉課長（石毛克身君） 

 今、山崎議員さんからご質問のありました高齢者の肺炎球菌感染症に関するワク

チンの予防接種ですが、１０月から定期予防接種にかわりますということで、今回

の措置をいたしました。今まで任意の予防接種ということで、議員さんおっしゃっ

たように６，０００円の補助ということは、今年度、３月まで引き続き控除の対象

といたします。 

 以上です。 

議長（鎌形寿一君） 

 １３番、山崎ひろみ君。 

１３番（山崎ひろみ君） 

 では、来年の４月以降は、５歳刻みの年度に合わない人は接種できないというこ
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とでしょうか。 

議長（鎌形寿一君） 

 健康福祉課長、石毛克身君。 

健康福祉課長（石毛克身君） 

 議員さんのおっしゃるとおりであります。よろしくお願いします。 

議長（鎌形寿一君） 

 １３番、山崎ひろみ君。 

１３番（山崎ひろみ君） 

 それはちょっとどうなのかなと思いました。５年であれば必ず受けられるんです

けど、１回は受けられるんですけれども、今までは希望者ができていたのができな

くなるというのは、ちょっと後退するのかなとも思いましたのでお聞きました。う

ちの町はほかの町よりも助成の金額も大きかったと思うので、これまでは先進的に

進めてきたもので、逆に今度はちょっと後退するのかなというのがありましたので

お聞きしました。 

議長（鎌形寿一君） 

 健康福祉課長、石毛克身君。 

健康福祉課長（石毛克身君） 

 今、議員さんおっしゃられたとおり、医療の質の後退につながると思います。今

後、今までの任意事業につきましては引き続き対応していきたいと考えたいと思い

ます。よろしくお願いします。 

議長（鎌形寿一君） 

 １３番、山崎ひろみ君。 

１３番（山崎ひろみ君） 

 任意事業で、そのまま継続ということであれば大変すばらしいと思いますので。

了解いたしました。 

議長（鎌形寿一君） 

 ８番、高木武男君。 

８番（高木武男君） 

 ８９ページ、１９節・負担金補助及び交付金となっています。農地・水保全管理

協議会共同活動支援活動支援負担金となっておりますけれども、これの活動内容に
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ついて、ちょっとご説明願えますか。 

議長（鎌形寿一君） 

 産業振興担当課長、石毛一久君。 

産業振興担当課長（石毛一久君） 

 それではご説明申し上げます。これにつきましては、今回の補正につきましては、

窪野谷環境資源保全会と新宿区環境資源保全会に対する事業ということで、この事

業につきましては、それぞれ受益地を確保しておりまして、その中において除草作

業や環境保全事業、そういった活動に対して補助金を交付するものでございまして、

今回、窪野谷が新規に行う事業、新宿地区につきましては引き続き行う事業につい

て補正を行うものでございます。 

 事業内容につきましては、今、申し上げました除草作業や道路補修、または環境

美化ということで、その地元の保全会において実施する事業でございます。 

議長（鎌形寿一君） 

 ８番、高木武男君。 

８番（高木武男君） 

 これが町の負担金だと思うんですけれども、これのもとといったらおかしいんで

すけれども、これは農林水産省と関係あるんでしょうか、それとも環境省でしょう

か。その辺のことをお聞かせください。 

議長（鎌形寿一君） 

 産業振興担当課長、石毛一久君。 

産業振興担当課長（石毛一久君） 

 これにつきましては、農林水産省の所管の補助金でございます。 

議長（鎌形寿一君） 

 ８番、高木武男君。 

８番（高木武男君） 

 それともう一点、伺っておきます。これ、農林省のほうからどのくらい補助率と

いうか、補助が来るんでしょうか。 

議長（鎌形寿一君） 

 産業振興担当課長、石毛一久君。 

産業振興担当課長（石毛一久君） 
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 この補助金につきましては、国が２分の１、県が４分の１、町が４分の１という

ことになっています。 

議長（鎌形寿一君） 

 ８番、高木武男君。 

８番（高木武男君） 

 そうしますと、その土地改良区の面積とか、反当幾らで支給されるんでしょうか。 

議長（鎌形寿一君） 

 産業振興担当課長、石毛一久君。 

産業振興担当課長（石毛一久君） 

 これにつきましては、実施する面積に対して、水田で１０アール当たり３，００

０円が交付されるということでございます。それで最後に精算という形になる予定

でございます。 

議長（鎌形寿一君） 

 ８番、高木武男君。 

８番（高木武男君） 

 わかりました。どうもありがとうございました。 

議長（鎌形寿一君） 

 １１番、多田和弘君。 

１１番（多田和弘君） 

 訪問看護ステーション特別会計についてお聞きします。昨年度、臨時職員が退職

して正規の職員を採用するというお話があったんですが、ひとつその辺の事情とい

うか、臨時職員、ちょっとちらっと聞いた話だと、臨時職員では訪問看護が大変な

ので正規職員にかえるんだというお話を聞いたんですが、その辺の事情はどうなっ

ていますか。 

議長（鎌形寿一君） 

 健康福祉課長、石毛克身君。 

健康福祉課長（石毛克身君） 

 以前から訪問看護ステーションの臨時看護師さんにつきましては、なかなか定着

できない状況が続いていまして、今年度も７月１８日をもって臨時職員の方がやめ

られてしまいました。なかなかその方の採用についても、以前からもそうなんです
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が、なかなか募集をかけても集まらないという状況の中で、縁故関係、いろいろ使

って何とかお願いしてきた状況なんですが、訪問看護は今、在宅医療が結構どこの

市町村も大切になってきております。その中で看護師の定着性で、今現在、二人し

かおられないんですけれども、やはり二人で活動しなくちゃいけない利用者さんも

おられます。その中で二人体制では厳しい状況ですので、正規職員の方の採用を今、

募集している状況でございます。 

 以上です。 

議長（鎌形寿一君） 

 １１番、多田和弘君。 

１１番（多田和弘君） 

 ということは、今現在は二人の看護師で回していて、新しい、もう一人というの

はまだ採用、見つかっていないという状況ですね。それで２４時間動かしているん

ですね。 

議長（鎌形寿一君） 

 健康福祉課長、石毛克身君。 

健康福祉課長（石毛克身君） 

 東庄町の訪問看護ステーションの場合には、２４時間体制というよりも、緊急時

は当然、伺うような形で自宅待機というような形をとっております。ですので、今

の二人体制では厳しい状況であります。それで、今現在、募集をかけているんです

けれども、現在のところはまだ応募のほうはないということです。 

 以上です。 

議長（鎌形寿一君） 

 これで質疑を終わります。 

 お諮りします。 

 討論を省略して直ちに採決することにご異議ありませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

議長（鎌形寿一君） 

 ご異議なしと認めます。 

 これから採決を行います。採決は１件ごとに行います。 

 初めに、議案第３１号、平成２６度東庄町一般会計補正予算（第２号）を採決し
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ます。 

 本案は原案のとおり決定することにご異議ありませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

議長（鎌形寿一君） 

 ご異議なしと認めます。 

 したがって、議案第３１号は原案のとおり可決されました。 

 次に、議案第３２号、平成２６年度東庄町国民健康保険特別会計補正予算（第１

号）を採決します。 

 本案は原案のとおり決定することにご異議ありませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

議長（鎌形寿一君） 

 ご異議なしと認めます。 

 したがって、議案第３２号は原案のとおり可決されました。 

 次に、議案第３３号、平成２６年度東庄町訪問看護ステーション特別会計補正予

算（第１号）を採決します。 

 本案は原案のとおり決定することにご異議ありませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

議長（鎌形寿一君） 

 ご異議なしと認めます。 

 したがって、議案第３３号は原案のとおり可決されました。 

 次に、議案第３４号、平成２６年度東庄町介護保険特別会計補正予算（第１号）

を採決します。 

 本案は原案のとおり決定することにご異議ありませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

議長（鎌形寿一君） 

 ご異議なしと認めます。 

 したがって、議案第３４号は原案のとおり可決されました。 

 ここで、お諮りします。 

 本日の会議はこれで延会にしたいと思います。 

 これにご異議ありませんか。 
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（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

議長（鎌形寿一君） 

 ご異議なしと認めます。 

 したがって、本日はこれで延会とすることに決定しました。 

 本日はこれで延会します。 

 明日の会議は定刻に参集願います。 

 ご苦労さまでした。 

（午後 ４時２６分 延会） 

 


